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第１章 計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の背景と目的 

（１）少子化の状況 

平成元年に合計特殊出生率(※)が 1.57 を示して以来、わが国の急激な少子化の進行は重要な問

題となりました。平成 17 年には 1.26 と過去最低を記録し、また総人口が初めて前年を下回るな

ど、少子化の進行が続いています。現在、合計特殊出生率はわずかに回復し、平成 24 年以降は

1.4 を超えて推移していますが、人口の維持に必要な 2.08 には届かない状況です。また、平成 29

年の出生数は 94 万 6,060 人で、1899 年の調査開始以来、過去最少となっています。 

このような我が国の少子化の進展は、人口構造にひずみを生じさせ、労働力人口の減少や社会

保障負担の増加、地域社会の活力低下など、社会経済への深刻な影響が懸念されています。 

また、核家族化の進展、地域コミュニティの希薄化、児童虐待の顕在化、経済的に困難な状況

にある家庭の子どもへの貧困の連鎖など、子どもと家庭を取り巻く環境も大きく変化しており、

男女が安全かつ安心して子どもを生み、育てることができ、また、健やかに子どもが育つことの

できる環境の整備を社会全体で支援していくことが最重要課題となっています。 

 

■全国の出生数と合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

(注)１．出生数はその年に生まれた子どもの総数。 
２．合計特殊出生率とは 15 歳～49 歳までの女子の年齢別出生率を合計したもので、 

一人の女性が一生の間に産む子どもの平均数である。 
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（２）国の取り組み 

国はこれまで、平成６年の「エンゼルプラン」、平成 11 年の「新エンゼルプラン」、平成 14 年

の「少子化対策プラスワン」等、様々な少子化対策・次世代育成支援のための施策を進めてきま

した。平成 15 年には、地方公共団体及び事業主が次世代育成支援のための取り組みを促進する

ための行動計画の策定・実施を定めた「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。同法は

10 年間の時限立法でしたが、平成 26 年の法改正により有効期限が更に 10 年間延長されました。

同年には「少子化社会対策基本法」が制定され、平成 16 年には同法に基づき「少子化社会対策大

綱」を閣議決定、大綱に示された４つの重点課題に沿った具体的な計画である「少子化社会対策

大綱に基づく具体的実施計画について（子ども・子育て応援プラン）が策定されました。 

平成 19 年には「子どもと家族を応援する日本」重点戦略が取りまとめられ、「働き方の見直し

による仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現」とその社会的基盤となる「包括

的な次世代育成支援の枠組みの構築」に同時並行的に取り組むことが必要不可欠とされました。 

平成 22 年には、少子化社会対策基本法に基づく新たな大綱「子ども・子育てビジョン」の閣

議決定に合わせて新たな子育て支援の制度について検討が進められ、平成 24 年に「子ども・子育

て新システムに関する基本制度」が少子化社会対策会議において決定されました。また、これに

基づき、子ども・子育て支援法等の３法案が成立しました。 

平成 25 年には都市部を中心に深刻な問題となっている待機児童の解消に向け、「待機児童解消

加速化プラン」が策定され、さらに平成 26 年にはいわゆる「小 1 の壁」を打破するため、放課後

児童クラブの拡充を目指す「放課後子ども総合プラン」が策定されました。 

平成 27 年からは、子ども・子育て関連３法に基づく「子ども・子育て支援新制度」が本格施行

されました。新制度においては、「①質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、②計画的

な保育の量的拡大と確保、③地域の子ども・子育て支援の充実」を図ることが地方自治体の責務

とされ、市町村ごとに「子ども・子育て支援事業計画」を策定することとされました。また、同

年、国連サミットで「誰一人取り残さない持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のた

めの国際目標」(※)（以下、「ＳＤＧｓ」という。）が採択され、貧困、保健、教育、ジェンダ

ーなど 17 の目標の達成に向けて、官民が連携して取り組むことが求められることとなりま

した。 

平成 28 年には、「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され、少子高齢化に立ち向かうため、

若者の雇用安定や多様な保育サービスの充実、働き方改革の推進などの対応策が掲げられました。 

平成 29 年には、女性就業率の上昇や保育の利用希望の増加が見込まれることから、保育の受

け皿整備を目指す「子育て安心プラン」が公表されました。また、同年閣議決定された「新しい

経済政策パッケージ」において、幼児教育・保育の無償化、待機児童の解消などが盛り込まれま

した。 

平成 30 年には、放課後児童クラブの待機児童の早期解消や全ての児童の安全・安心な居場所

の確保等を内容とした「新・放課後子ども総合プラン」が策定されました。 

令和元年５月には子ども・子育て支援法が改正され、同年 10 月から３～５歳までの子ども及

び０～２歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、教育・保育施設の利用料を無償化する措

置が実施されています。 

粕屋町においても、国の動向や新たな課題に対応する施策を盛り込んだ「第２期粕屋町子ども・

子育て支援事業計画」を策定し、質の高い幼児教育・保育事業の提供とともに、地域の子どもと

子育て家庭の状況に応じた様々な子育て支援事業に取り組みます。 
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（３）粕屋町のこれまでの取り組み 

粕屋町では「次世代育成支援対策推進法」に基づき、「粕屋町次世代育成支援行動計画」を平成

16 年度に策定し、子どもと子育て支援の様々な施策の推進に住民の方々と一緒に取り組んできま

した。平成 17 年度には「つどいの広場(※)」を開設し、粕屋わかば保育園での子育て支援や、公

立保育所での園庭開放等とともに、家庭保育者に対しての支援を充実させました。 

平成 19 年度から、ファミリー・サポート・センター事業を開始しました。同年７月には子育

て支援課を設置し、平成 20 年４月には、幼稚園業務（教育委員会部局）を子育て支援課（町長部

局）に移管し、乳幼児から就学前児童までを１つの部局で担当することで幼保連携を進めました。

また、要保護児童対策地域協議会を設置し、要保護児童の早期発見やその家族への支援など、関

係機関と情報を共有し、迅速で適切な支援を図っています。同じく平成 20 年度には、11 月の第

２土曜日を「かすや子どもの日(※)」と定め、「子どもが持っている生きる力を地域で育むこと」

「子どもを慈しみ、育む輪をみんなで広げること」を目的として、毎年 11 月に「○わっしょいフェ

スタ」を開催しています。 

学童保育事業としては、町内４つの小学校において、専用の施設で保育を実施しています。保

護者が就労等により放課後等に家庭にいない小学６年生までを対象に、平日は放課後から 19 時

まで、土曜日や夏休みなどの長期休暇期間には８時から 19 時まで開所しています。 

母子保健事業としては、妊娠中からの健康づくりとして、母子手帳交付時等に個別相談を行い、

健康状態や家庭環境等の把握に努めています。出産後は、保健師や助産師等が生後４か月までの

乳児がいるすべての家庭に対して「全戸訪問」を行い、発育発達の確認や保健相談を実施してき

ました。乳児の成長発達の確認、保護者への支援の場として、４か月、10 か月、１歳６か月、２

歳４か月、３歳児を対象とした乳幼児健診を実施し、栄養士との連携による栄養指導も行ってい

ます。ことばや情緒面等の発達についての相談・療育体制については、１歳６か月・３歳児健診

の場に臨床心理士を配置しているほか、１歳６か月から年長児までを対象とした発達相談を平日

に行っています。町の療育教室としては、発達ルーム「つくしんぼ」(１歳６か月～３歳)、「さく

らんぼ」(３～４歳)、「こんぺいとう」（４～６歳）を開設しています。また、必要に応じて「障

がい児通所支援事業」へ繋ぐ等、継続した支援を行っています。 

平成 25 年度には、子ども・子育て支援の関係者や子どもの保護者等からなる「粕屋町子ども・

子育て会議」を設置し、会議での検討を経て、平成 27 年度に「粕屋町子ども・子育て支援事業計

画」を策定しました。計画では、「全ての子どもと家庭への支援を通して、子ども一人ひとりが健

やかに育ち、子どもを生み、育てることに喜びを感じることのできる社会」を目指すべき社会の

姿とし、「子どもの笑顔を育むまち・粕屋」を基本理念に掲げています。 

平成 28 年４月には、粕屋町健康センター内に「子育て世代包括支援センター」を開設し、専

任の「母子保健コーディネーター（保健師・助産師等）」が中心となり相談に対応しています。ま

た、同年５月には「かすやこども館」の開館にともない、ファミリー・サポート・センター事務

局、つどいの広場、教育相談室をこども館内に移転し、子育て支援の拠点施設として、また、子

どもの遊び・学習・体験の場、親子の交流の場、子育てボランティアの活動の場、学校や家庭で

の悩みの相談の場、子育て情報の発信の場として、様々な事業を実施しています。運営において

は、子育て世代の住民の皆さんや子どもたちの意見を反映できるよう、「かすやこども館運営協議

会」「かすやこども館運営協議会子ども部会」を設置し、適切な運営を図っています。 
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２ 計画の位置づけ 

○本計画は、子ども・子育て支援法第３条及び第 61 条第１項に基づき策定する、粕屋町における

今後５年間の教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業の提供体制の整備・実施に関する

計画であるとともに、粕屋町のすべての子どもとその家庭、地域、企業、行政等が対象となる、

子ども・子育てに関する総合的な計画として位置づけます。 

○「子どもの笑顔を育むまち・粕屋」を基本理念とする「粕屋町子ども・子育て支援事業計画」

及び「母子保健計画」を発展的に継承するものです。 

○粕屋町の最上位計画である「粕屋町総合計画」の部門計画として位置づけます。また、「粕屋町

人口ビジョンまち・ひと・しごと創生総合戦略」「粕屋町障がい者計画・粕屋町障がい福祉計画・

粕屋町障がい児福祉計画」「健康かすや 21」「粕屋町男女共同参画計画」「粕屋町子ども読書活

動推進計画」等の各部門計画と連携し、整合性を図りながら、施策の展開を図るものとします。 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。また、本計画は毎年度進

捗状況を把握し、社会情勢の変化などに対応し必要に応じて中間年には見直しを行うなど、計画

の充実に努めます。 

 

 

 

 

本計画は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５年間を計画期間としています。 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

本計画は、すべての子どもとその家庭、地域、企業、行政等すべての個人及び団体が対象とな

ります。 

なお、この計画において「子ども」とは、概ね 18 歳未満とします。 
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第２章 粕屋町の子どもと子育ての状況 

 

１ 人口等の状況 

（１）人口の推移 

国勢調査による粕屋町の総人口は、平成 12年は 34,811人でしたが平成 22年は 41,997人、平成

27年は 45,360人と大きく増加しています。粕屋町総合計画による将来人口でも令和７年に 52,000

人、令和 12年には 54,500人と今後も増加が見込まれます。 

年齢別の人口構成をみると、０～14歳の年少人口や 65歳以上の老年人口が増加しています。 

今後の推計をみると、年少人口の割合は令和２年をピークに減少に転じ、15～64歳人口は増加、

老年人口の割合は横ばい傾向となっています。 

 

■粕屋町の総人口と年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査(平成 12～27 年 総人口は年齢不詳人口を含むため年齢別人口の合計とは一致しない） 

令和２～12 年は、粕屋町総合計画の将来人口より 

  

(単位：人)

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年

0～14歳 5,871 6,360 7,572 8,503 9,300       9,600       9,800       

15～64歳 24,777 26,283 28,007 29,125 31,000     33,100     35,100     

65歳以上 4,146 5,032 6,190 7,641 8,700       9,300       9,600       

総人口 34,811 37,685 41,997 45,360 49,000     52,000     54,500     

11.9 13.4 14.7 16.8 17.8 17.9 17.6 

71.2 69.7 66.7 64.2 63.3 63.7 64.4 

16.9 16.9 18.0 

18.7 
19.0 18.5 18.0 

34,811 
37,685 

41,997 

45,360 

49,000 
52,000 

54,500 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年

（人）

■粕屋町の人口の推移

0～14歳

15～64歳

65歳以上

総 数

推計値実績値
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17 歳以下の子どもの数の推移をみると、０～５歳では平成 27 年の 3,874 人から平成 31 年は

3,637人と減少しています。６～11歳では 3,226人から 3,601人、12～17歳では 2,547人から 2,954

人といずれも増加しています。今後の推計をみると12～17歳の増加傾向は続くと予測されますが、

６～11 歳は令和２年の 3,618 人をピークに減少傾向、また０～５歳でも緩やかに減少することが

予測されます。 
 

■子どもの数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27～31 年 住民基本台帳（各年４月１日現在） 

令和２～６年 コーホート変化率による推計値(※)（国ワークシートに基づき算出） 

 

 

（２）家族形態の変化 

粕屋町の世帯構成比の推移をみると、「夫婦と子どもからなる世帯」の割合が平成７年は 40.0％

でしたが、平成 27年は 34.5％まで減少し、「その他の親族世帯」も 13.9％から 6.7％へ減少してい

ます。一方、「夫婦のみ世帯」は、平成７年では 16.2％でしたが、平成 27年には 19.0％、「単独世

帯」も 21.1％から 29.3％といずれも増加しており、子どものいない世帯が増えてきています。た

だし、福岡県と比較すると「単独世帯」の割合は低く、「夫婦と子どもからなる世帯」の割合が高い

という特徴がみられます。 
 

■粕屋町の世帯の動向（県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

3,874 3,800 3,788 3,788 3,637 3,572 3,565 3,505 3,549 3,489

3,226 3,320 3,450 3,555 3,601 3,618 3,597 3,573 3,450 3,466

2,547 2,704 2,843 2,885 2,954 3,090 3,180 3,287 3,391 3,502

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

（人）

総人口

12～17歳

6～11歳

0～5歳

推計値実績値

21.1 
27.6 

16.2 

17.2 

40.0 
33.5 

8.3 8.2 

13.9 13.1 

0.5 0.3 

0

20

40

60

80

100

粕屋町 福岡県

（％）

25.5 
30.2 

17.3 
18.2 

36.6 
30.9 

8.5 8.8 

11.1 11.5 

1.0 0.4 

粕屋町 福岡県

25.5 
31.7 

17.5 

18.6 

35.3 
29.1 

9.0 9.5 

10.2 10.4 

2.4 0.6 

粕屋町 福岡県

26.9 
35.0 

18.8 

18.8 

35.1 
27.0 

9.1 9.6 

8.5 8.7 

1.6 0.9 

粕屋町 福岡県

29.3 
37.4 

19.0 

19.2 

34.5 
25.9 

9.0 9.6 

1.5 0.8 

6.7 7.2 

粕屋町 福岡県

非親族世帯

その他の親族世帯

母子または父子家庭

夫婦と子どもからなる世帯

夫婦のみ世帯

単独世帯

平成12年 平成17年平成７年 平成27年平成22年
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（３）出生数と合計特殊出生率 

粕屋町の出生数は平成 20年の 708人から増加傾向にあり、平成 23年には 756人と最も多くなり

ました。その後は減少傾向となっており、平成 28年には 631人まで減少しましたが、平成 29年に

は 692人、平成 30年には 685人と推移しています。 

合計特殊出生率は平成 20 年の 2.01 から平成 26 年の 2.07 とほぼその前後で推移していました

が、平成 27年には 1.82にまで減少しました。その後平成 28年には 1.90、平成 29年には 2.11と

再び増加に転じています。 

本町の合計特殊出生率は福岡県や全国に比べて高い数値で推移しており、我が国の将来の人口の

維持に必要な目安とされている 2.08の水準に達しています。 

 

■粕屋町の出生数と合計特殊出生率（国、県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：平成 20～27 年の全国と福岡県の合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態統計」 

    粕屋町の出生数と合計特殊出生率は、福岡県保健統計年報等より 
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（４）女性の就業率 

女性の年齢別就業状況をみると、20～24歳では 72.3％が就業していますが、25歳から減少に転

じ、30～34 歳では 61.7％まで減少しています。その後 35 歳から再び高い傾向を示し 35～39 歳で

は 64.8％、45～49 歳になると 74.8％まで上昇します。粕屋町の女性の年齢別就業状況は結婚や出

産でいったん退職し、子育てが一段落したら就業するというＭ字型の就業傾向が福岡県よりも顕著

になっています。 

 

■女性の年齢別就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 
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２ 子どもと子育て支援の状況 

■認可保育所の入所児童数と待機児童数の推移（各年４月）                     （人） 

     平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

定 員 数 955 1,215 1,215 1,215 1,252 

入所児童数 1,003 1,110 1,230 1,290 1,256 

待機児童数 80 22 57 97 74 

   ※認定こども園(保育所部分含む)、小規模保育所、事業所内保育所含む 

 

 

■幼稚園の入所児童数の推移（各年５月）                                 （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

入所児童数 

（町立） 
501 503 445 397 375 

入所児童数 

（私立） 
333 327 311 357 346 

  ※幼稚園は認定こども園の幼稚園部分を含む 

 

■学童保育利用児童数の推移（各年５月）                                 （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

定 員 数 520 520 520 560 560 

１年 201 203 212 240 233 

２年 152 183 168 206 200 

３年 115 112 107 85 117 

４年 0 11 32 25 7 

５年 0 1 2 2 0 

６年 0 0 1 0 0 

待機児童数 0 33 65 93 108 

※Ｈ27．４月から４年生以上も預かり 

 

■病児保育事業利用児童数の推移（年間）                                 （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

定 員 数 

（ １ 日 あ た り ） 
3 3  3  3  3  

利用児童数 

（延べ） 
249 247 306 299 248 
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■かすやこども館利用者数の推移（年間）                                  （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

登録児童数 

(新規) 
- - 5,719 1,999 

1,600 

延べ登録数

9,318 

利用児童数 

（延べ） 
- - 35,577 37,117 38,056 

 利用児童数

【つどいのみ】 
- - 16,587 15,285  15,512 

※かすやこども館は、平成 28 年５月 16 日開館 

 

■認可保育所一時預かりの利用児童数の推移（各年４月）   ※私立保育所           （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

定 員 数 3,131 3,802 3,764 3,550 3,856 

利用児童数 2,023 1,245 954 1,179 977 

 

■幼稚園一時預かりの利用児童数の推移（各年４月）      ※私立幼稚園           （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

定 員 数 - 732 582 2,218 2,262 

利用児童数 - 588 545 1,763 2,067 

 

■乳児家庭全戸訪問の推移（年間）                                    （世帯） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

訪問世帯数 661 642 627 689 654 

 

■ファミリー・サポート・センターの利用件数の推移（年間）                        （件） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

未就学児童数 135 222 116 114 236 

小学生 145 103 76 153 179 

 

■町内届出保育施設の利用児童数の推移（各年 10 月）                         （人） 

  平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

利用児童数 157 145 159 133 134 
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３ 子どもと子育て環境の現状と課題 

 （子ども・子育て支援に関するニーズ調査結果より） 

 

 令和元年５月 10日から５月 31日に粕屋町に居住する未就学児童（以下、「未就学児」という。）のい

る 2,000世帯および小学校児童（以下、「小学生」という。）のいる 2,000世帯を対象に郵送法によりア

ンケートを実施しました。未就学児では 1,252件（回収率 62.6％）、小学生では 1,220件（回収率 61.0％）

の回答がありました。 

（注）回答の構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計しても 100になるとは限りません。また、属

性別のグラフで無回答は除いているため、回答数の合計が全体の回答数と合わない場合があります。 

 

（１）働く母親の増加と両立支援の必要性 

父親の就労状況は、未就学児、小学生ともにフルタイム就労が 97％を占めています。 

母親の就労状況は、『就労している』人が未就学児の保護者では６割超、小学生の保護者では７割台半

ばにのぼっており、前回調査に比べて未就学児、小学生ともに就労している母親の割合が大きく増加し

ています。また、子どもの年齢が上がるほど就労する母親の割合は高くなり、小学４～６年生では約８

割の母親が就労していました。 

現在就労していない母親で就労希望を持つ人は、未就学児では８割弱、小学生では７割弱で、現在就

労していない母親でも就労希望は高くなっています。 

 

■母親の就労状況（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在働いていない母親の就労希望 
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9.9

7.8

21.1

18.5

1.8

0.7

35.7

48.9

2.2

3.8

0.5

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,249）

前回全体

（N=1,225）

フルタイムで

就労している

フルタイムで

就労しているが、

産休・育休・介護

休業中である

フルタイム以外で

就労している

フルタイム以外で

就労しているが、

産休・育休・介護

休業中である

以前は就労

していたが、

現在は就労

していない

これまで

就労した

ことがない

無回答

61.5

45.7

『就労している』

32

22.1

1

0.2

40.7

36.3

0.7

0.5

22.7

31.6

2.6

7.8

0.2

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,208）

前回全体

（N=1,208）

74.4

59.1

未
就
学
児
童

小
学
校
児
童

17.3

27.8

49.8

34.3

26.2

32.0

6.8

5.9

0% 25% 50% 75% 100%

未就学児童の保護者

（N=474）

小学校児童の保護者

（N=306）

子育てや家事

などに専念したい

１年より先に

就労したい

すぐにでも、

もしくは１年以内に

就労したい

無回答
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母親で育児休業を取得した人（取得中を含む）は４割強で、前回調査から 10 ポイント以上増加して

います。職場復帰を年度初めの保育所入所のタイミングに合わせた人は５割を超えており、希望する保

育所に入るために復帰時期を早めたり、反対に希望する保育所に入れなかったために職場復帰が遅れた

りした人もみられるなど、職場復帰のタイミングが保育所入所の可否に左右されていることがうかがえ

ました。 

 

■母親の育児休業の取得状況【未就学児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

就労する母親がこの５年間で大幅に増加しており、待機児童の解消や仕事と家庭の両立支援、母親の

再就労支援、事業者との協力や連携などの取り組みがますます重要になると考えられます。 

 

（２）求められる保育ニーズの増加と変化への対応 

未就学児の保護者で何らかの教育・保育事業を利用している人は６割強で、前回調査から７ポイント

増加しています。特に、０歳児では前回の 6.0％から 34.2％と大きく変化しており、単に働く母親が増

えたということにとどまらず、出産を経ても就業を継続する母親がこの５年で大幅に増加していること

がうかがえました。 

利用している教育・保育事業としては、認可保育所が最も多く、特に０歳児では７割にのぼり、また、

事業所内保育施設の割合も高くなっていました。３～５歳児では、幼稚園や認定こども園などの利用割

合も高くなっています。 

 

■定期的な教育・保育事業の利用状況【未就学児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

小学生の学童保育の利用については、前回調査と同じ１～３年生で比較すると、約５ポイント増加し

ていました。平成 27 年度からは学童保育の利用対象が６年生まで拡大されましたが、４年生以上の利

用は非常に少ない状況です。ただし、今後の利用意向としては、母親がフルタイムで就労している場合

は４年生以上でも利用したいとの回答が３割を超えており、一定のニーズがみられます。 
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■学童保育所の平日の利用状況【小学校児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児教育・保育の無償化が実施された場合の幼児教育・保育施設の利用意向としては、現在利用して

いる施設の継続利用をほとんどの人が希望していました。「別の教育・保育施設を利用したい」という人

も、現在何らかの施設を利用している人の１割程度います。また、現在施設を利用していない人の無償

化実施後の利用意向をたずねたところ、子どもの年齢にかかわらず８割が利用したいと回答しています。

無償化実施後に幼児教育・保育施設の利用ニーズが変化する可能性があり、それらのニーズに対応する

施設やサービスの整備が求められます。 

 

■無償化後の幼児教育・保育施設の継続利用意向【未就学児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在施設を利用していない人の無償化後の幼児教育・保育施設の利用希望【未就学児童の保護者】 
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無回答

80.0
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80.1

78.9

12.0

10.0

11.9

15.8

8.0

10.0

7.9

5.3
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全 体
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週４日以上
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週１～３日

利用している

利用して

いない

無回答

2.9

4.7

3.7

77.0

63.4

69.3

2.5

1.9

2.5

17.7

29.9

24.6

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,220）

１～３年生

（N=718）

前回全体

（N=566）
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（３）父親の子育てへのかかわりの重要性 

父親の子育ての程度については、『十分』やっているが未就学児の保護者で約８割、小学生の保護者で

は７割台半ばとなっており、回答者の多くが母親であることを考慮すると、母親による父親の子育てへ

の評価はおおむね肯定的ですが、一方で「かなり不足している」が１割前後あり、父親が子育てにかか

われていない家庭も一定の割合でみられます。 

父親の子育ての程度は母親の子育てへの不安や負担感とも強く関連しており、保護者がゆとりをもっ

て子育てにかかわるためにはワーク・ライフ・バランスの確保が欠かせません。町民への啓発とともに、

町内の事業所や指名登録業者への理解の促進が必要です。 

 

■父親の子育てへのかかわり（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）家庭における子どもの生活状況 

子どもの就寝時間については、未就学児、小学生ともに｢21時台｣が５割台半ばで最も多いですが、小

学４～６年生では「22時台」が５割を超えて最も多くなっています。 

起床時間は、未就学児では「７時台」が、小学生では「６時台」が最も多く、ともに前回調査より早

寝早起きになっていることがうかがえます。 

 

■子どもの就寝時刻と起床時刻 

【未就学児】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７時より前
(～6：59）

７時台
(7：00～7：59）

８時台
（8：00～8：59）

９時台
（9：00～9：59）

10時以降
（10：00～）

無回答

28.7 

56.4 

12.3 

1.5 

0.5 

0.6 

15.0 

52.1 

26.1 

4.8 

1.5 

0.5 

0 35 70 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答は１つ】

起床時刻

20時より前
(～19：59）

20時台
(20：00～20：59)

21時台
(21：00～21：59）

22時台
(22：00～22：59)

23時以降
(23：00～）

無回答

2.2 

16.5 

56.4 

20.7 

3.8 

0.5 

1.3 

11.3 

52.6 

27.8 

6.6 

0.5 

0 35 70 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答は１つ】

就寝時刻

36.9

35.3

42.4

43.5

11.2

10.9

7.6

8.9

1.8

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,218）

前回全体

（N=1,198）

79.3

78.8

『十分』

18.8

19.8

『不足』

31.4

30.6

43.3

42.9

10.4

12.3

11.8

10.7

3.2

3.5

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,139）

前回全体

（N=1,134）

74.7

73.5

22.2

23.0

未
就
学
児
童

小
学
校
児
童

十分に

やっている

十分とは

いえないが、

まあやっている

少し不足

している

かなり不足

している
無回答
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【小学生】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学生の携帯電話・スマートフォンの所持率は、前回から８ポイント増加し、特に小学４～６年生で

大きく増加しています。母親が就労している場合に所持率が高くなる傾向がみられ、保護者との連絡手

段として所持していることがうかがえます。また、インターネットの使用率も前回より大幅に増加し、

こちらは小学１～３年生、４～６年生ともに 20ポイント前後増加しています。 

携帯電話・スマートフォンやインターネットは、生活するうえで欠かせないものとなっており、子ど

もの利用も増加傾向が続くものと考えられます。フィルタリングサービスの利用や家庭内でのルールづ

くりなど、安全で適切な利用ができるよう啓発や情報提供が必要です。 

 

■携帯電話・スマートフォンの所持とインターネットの利用状況【小学生】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21時より前
（～20：59）

21時台
（21：00～21：59）

22時台
（22：00～22：59）

23時台
（23：00～23：59）

24時以降
（24：00～）

無回答

4.5 

56.1 

34.8 

4.1 

0.3 

0.2 

4.2 

50.2 

37.4 

6.5 

1.0 

0.7 

0 35 70 （％）

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）

【回答は１つ】

就寝時刻

６時より前
（～5：59）

６時台
（6：00～6：59）

７時台
(7：00～7：59）

８時以降
（8：00～）

無回答

1.2 

69.1 

29.4 

0.1 

0.2 

0.8 

56.5 

41.7 

0.2 

0.7 

0 35 70 （％）

起床時刻

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）

【回答は１つ】

子
ど
も
の
学
年
別

38.0

30.0

60.3

69.4

1.6

0.7

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,220）

前回全体

（N=1,218）

持っている 持っていない 無回答

28.6

23.5

70.1

75.4

1.4

1.1

今 回

（N=718）

前 回

（N=566）

51.6

35.6

46.4

64.1

2.0

0.3

今 回

（N=500）

前 回

（N=652）

１
～
３
年

４
～
６
年

60.4

42.7

38.0

56.5

1.6

0.8

0% 25% 50% 75% 100%

使っている 使っていない 無回答

51.9

29.7

46.8

68.9

1.3

1.4

72.6

54.0

25.2

45.7

2.2

0.3

携帯電話やスマートフォン、

タブレットの所持
インターネットの利用状況
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（５）母親の孤立化防止と効果的な情報提供の必要性 

子育てを楽しいと感じる人は、未就学児の保護者では７割超、小学生の保護者では６割超であり、小

学生では前回調査より楽しいと感じる人が増加しています。未就学児では、前回調査から全体では大き

な変化はないものの、０歳児の保護者で「楽しいと感じることの方が多い」が約 13 ポイントと大幅に

減少しています。 

また、子育てに関して不安や負担を感じる人は、未就学児、小学生ともに６割前後ありました。家族

構成別ではひとり親、ひとり親三世代で、父親の子育ての程度別では父親の子育てが不足していると回

答した人ほど子育てをつらいと感じる割合や、不安や負担を感じる割合が高くなる傾向がみられました。

ひとり親家庭への支援や、乳幼児期から父親が育児にかかわることへの意識啓発が必要です。 

 

■子育ての楽しさ（前回調査比較） 

【未就学児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

【小学校児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育てに関する相談相手としては、「配偶者･パートナー」「その他の親族（親、きょうだいなど）」「隣

近所の人、地域の知人、友人」の他、職場の人や学校等の保護者仲間などの身近な人が相談相手となっ

ています。父親の子育てが不足している場合は、「配偶者･パートナー」が未就学児の保護者では約６割、

小学生の保護者では約４割と低く、子育ての悩みをパートナーに相談できていない状況がうかがえまし

た。 

子育てに不安や負担を感じている人では、未就学児の保護者は「保健師（健康センター）」、小学生の

保護者は「学校等の先生」といった専門的職業の人を相談相手としている割合が高くなっています。子

育てをしている人が孤立することなく、抱えている悩みに応じて気軽に相談ができるよう、保護者同士

や近隣の人とのネットワークづくりを進めるとともに、専門的な相談窓口について情報提供を行うこと

が望まれます。 

71.2

70.1

23.0

25.3

2.8

1.8

2.3

2.1

0.6

0.6

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,252）

前回全体

（N=1,232）

楽しいと感じる

ことの方が多い

楽しいと感じることと

つらいと感じることが

同じくらい

つらいと感じる

ことの方が多い

わからない 無回答

62.5

56.2

27.0

33.9

3.4

3.2

5.5

5.3

1.6

1.3

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,220）

前回全体

（N=1,218）

楽しいと感じる

ことの方が多い

楽しいと感じることと

つらいと感じることが

同じくらい

つらいと感じる

ことの方が多い

わからない 無回答
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■子育てに関する悩みや不安の相談相手（前回調査比較） 

【未就学児童の保護者】                            【小学校児童の保護者】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者・パートナー

その他の親族
（親、きょうだいなど）

隣近所の人、地域の知人、
友人

職場の人

保育士、幼稚園等の先生

保育所、幼稚園の
保護者仲間

保健師（健康センター）

インターネットの掲示板や
ＳＮＳ

病院関係
（医師・看護師等）

かすやこども館

子育て支援センター

その他の役場の関係機関

育児サークルの仲間

子育てアドバイザー
（かすやこども館）

粕屋保健福祉事務所

児童相談所

民生・児童委員、
主任児童委員

その他

相談相手がいない

相談すべきことはない

85.2 

73.3 

49.2 

24.9 

24.1 

20.6 

6.8 

5.3 

4.7 

3.9 

1.9 

1.3 

0.9 

0.6 

0.5 

0.3 

-

1.9 

1.0 

0.4 

82.8 

75.2 

50.1 

19.1 

20.2 

20.5 

5.9 

8.6 

6.0 

6.8 

1.3 

3.2 

1.1 

0.2 

-

-

1.2 

1.2 

0.4 

0 50 100 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答はいくつでも】

*前回調査では項目なし

配偶者・パートナー

その他の親族
（親、きょうだいなど）

隣近所の人、地域の知人、
友人

職場の人

学校等の保護者仲間

学校等の先生

病院関係（医師・看護師等）

インターネットの掲示板や
ＳＮＳ

育児サークルの仲間

その他の役場の関係機関

子育てアドバイザー
（かすやこども館）

保健師（健康センター）

民生・児童委員、
主任児童委員

粕屋保健福祉事務所

児童相談所

その他

相談相手がいない

相談すべきことはない

73.7 

61.6 

53.4 

30.7 

27.0 

13.9 

3.2 

2.4 

1.0 

0.7 

0.6 

0.6 

0.2 

0.2 

0.2 

3.0 

1.4 

1.9 

76.9 

58.0 

56.5 

24.7 

28.1 

12.2 

2.4 

3.0 

1.6 

0.4 

0.4 

0.9 

0.1 

0.2 

0.2 

1.1 

2.1 

2.0 

0 45 90 （％）

【回答はいくつでも】

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）
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子育て情報の入手方法としては、未就学児、小学生の保護者ともに「インターネット」「隣近所の人、

知人、友人」「親族（親、きょうだいなど）」などが上位となっていますが、特に「インターネット」が

前回調査から大きく値を伸ばしています。今回「子育て雑誌・育児書」の割合が低下したことなどを考

えると、町が発信する情報も、紙媒体よりもインターネットで入手する人が増加していくと推測されま

す。SNSを含めたインターネットでの情報提供を充実させていくことが必要です。 

 

■子育てに関する情報の入手方法（前回調査比較） 

【未就学児童の保護者】               【小学校児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターネット

隣近所の人、知人、友人

親族（親、きょうだいなど）

保育所、幼稚園、学校

保育所・幼稚園の
保護者仲間

職場の人

町の広報やホームページ

テレビ、ラジオ、新聞

乳幼児健診

子育て雑誌・育児書

役場や町の機関

子育てねっと・かすや
キッズネット

育児サークルの仲間

その他

情報の入手先がない

情報の入手手段が
わからない

62.0 

55.6 

55.5 

33.9 

32.8 

25.8 

24.0 

23.5 

20.4 

18.0 

10.1 

8.1 

1.0 

0.6 

0.5 

0.6 

54.5 

59.6 

60.3 

30.6 

28.8 

18.8 

26.4 

26.7 

22.6 

27.4 

12.2 

13.2 

4.0 

0.7 

0.1 

1.3 

0 35 70 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答はいくつでも】

隣近所の人、知人、友人

インターネット

親族（親、きょうだいなど）

保育所、幼稚園、学校

テレビ、ラジオ、新聞

職場の人

町の広報やホームページ

子育て雑誌・育児書

役場や町の機関

育児サークルの仲間

その他

情報の入手先がない

情報の入手手段が
わからない

71.1 

55.8 

39.8 

35.2 

32.3 

30.1 

18.3 

9.7 

6.3 

1.4 

0.9 

0.6 

0.7 

71.4 

33.7 

41.4 

38.7 

37.4 

22.2 

17.4 

13.0 

4.8 

1.8 

0.9 

1.3 

2.1 

0 45 90 （％）

【回答はいくつでも】

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）
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（６）子育て環境への評価と今後の課題 

 粕屋町の住みやすさについては、未就学児の保護者、小学生の保護者ともに全体の傾向としては前回

調査と大きな変化はなく、約９割が住みやすいと評価しています。今後の粕屋町への定住意向も、未就

学児の保護者の約８割、小学生の保護者の約９割は今後も粕屋町に住んでいたいと回答しています。 

ただし、未就学児の保護者で子育ての不安や負担感が大きい人では町外に移りたいとする回答が多く

みられました。子育て世代の定住化を促進するためには、子育て支援を充実し、子育ての不安や負担感

を軽減することが重要となります。 

 

■粕屋町の住みやすさ（前回調査比較） 

【未就学児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

【小学校児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育ての環境や支援に対する満足度としては、未就学児の保護者も小学生の保護者も満足度が高い層

が４割を超えて、満足度が低い層より多くなっています。一方で、中間的な評価が４割弱を占めており、

この層の満足度をさらに上げていくことが望まれますが、全体としては、町の住みやすさも、今後の定

住意向も高く、子育てをする環境としての粕屋町に対する評価は高いといえます。 

 

■子育ての環境や支援への満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.2

43.2

51.0

48.0

7.2

6.7

2.2

1.3

1.4

0.8

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,252）

前回全体

（N=1,232）

住み

やすい

まあ住み

やすい

やや住み

にくい

住み

にくい
無回答

89.2

91.2

『住みやすい』

9.4

8.0

『住みにくい』

42.2

45.3

48.4

45.6

6.8

7.5

1.4

1.1

1.2

0.5

0% 25% 50% 75% 100%

今回全体

（N=1,220）

前回全体

（N=1,218）

住み

やすい

まあ住み

やすい

やや住み

にくい

住み

にくい
無回答

90.2

90.9

8.2

8.6

『住みやすい』 『住みにくい』

2.8

4.1

13.8

14.8

36.4

39.3

36.1

33.4

9.0

6.6

1.8

1.8

0% 25% 50% 75% 100%

未就学児童の保護者

（N=1,252）

小学校児童の保護者

（N=1,220）

16.6

18.9

『低い』

45.1

40.0

『高い』

１ ２ ３ ４ ５ 無回答
満足度が低い 満足度が高い
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粕屋町の子育て環境への不満や要望としては、まず、遊び場については、未就学児の保護者、小学生

の保護者ともに「雨の日に遊べる場所がない」が最も高く、「遊具などの種類が充実していない」「近く

に遊び場がない」「遊び場周辺の道路が危険である」など上位項目には前回調査から大きな変化はあり

ません。ただし、「雨の日に遊べる場所がない」は前回調査と比較すると大幅に減少しており、『かすや

こども館』の開設が町民のニーズに応えていることを示しています。  

 

■遊び場について（前回調査比較） 

【未就学児童の保護者】                       【小学校児童の保護者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、子育て環境への不満としては、未就学児の保護者、小学生の保護者ともに道路環境への不満が

大きく、特に小学生では「通学路が狭い、交通量が多いなど道路環境が悪い」が７割、「暗い通りや見通

しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわないか心配なこと」が４割を超えています。子

どもだけで行動することも多くなる小学生では、子どもの安全に対する懸念が強く表れています。道路

の整備は町だけでの対応が難しい面はあるものの、スクールゾーンなどよく子どもが利用する道路を中

心に安全対策に注力するとともに、交通安全教室や犯罪防止に向けた啓発など、意識や知識の面からも

子どもの安全確保のための取り組みを推進することが求められます。 

雨の日に遊べる場所がない

遊具などの種類が
充実していない

近くに遊び場がない

遊び場周辺の道路が
危険である

思いきり遊ぶために十分な
広さがない

遊具などの設備が古い

不衛生である

遊び場やその周辺の環境が
悪くて遊べない

遊び場に行っても子どもと同じ
歳くらいの遊び仲間がいない

緑などの自然が少ない

いつも閑散としていて寂しい
感じがする

その他

特に感じることはない

35.7 

26.0 

25.9 

23.4 

11.1 

10.9 

5.6 

5.3 

4.8 

3.9 

2.8 

5.4 

19.1 

57.5 

27.4 

27.4 

22.0 

6.6 

9.5 

6.8 

5.3 

7.1 

7.5 

6.9 

4.3 

11.0 

0 35 70 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答は３つまで】

雨の日に遊べる場所がない

遊び場周辺の道路が
危険である

近くに遊び場がない

遊具などの種類が
充実していない

思いきり遊ぶために十分な
広さがない

遊具などの設備が古い

遊び場やその周辺の環境が
悪くて、安心して遊べない

緑などの自然が少ない

不衛生である

遊び場に行っても子どもと同じ
歳くらいの遊び仲間がいない

いつも閑散としていて寂しい
感じがする

その他

特に感じることはない

43.1 

23.4 

22.4 

21.4 

20.9 

6.3 

6.2 

3.9 

2.6 

2.5 

2.1 

6.6 

19.1 

58.8 

23.8 

24.0 

17.2 

20.5 

3.6 

9.8 

5.3 

3.2 

4.4 

7.9 

3.6 

12.5 

0 35 70 （％）

【回答は３つまで】

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）



 

 
21 

■子育て環境への不満【未就学児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育て環境への不満【小学校児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歩道や信号がない通りが多く、安全に心配があること

歩道の段差などがベビーカーや自転車の通行の
妨げになっていること

暗い通りや見通しのきかないところが多く、子どもが
犯罪の被害にあわないか心配なこと

トイレがオムツ替えや親子での利用に配慮されて
いないこと

緑や広い歩道が少ないなど、街並みにゆとりと
うるおいがないこと

交通機関や建物がベビーカーでの移動に
配慮されていないこと

買い物や用事の合間に、子どもを遊ばせる場所が
ないこと

小さな子どもとの食事に配慮された場所がないこと

授乳する場所や必要な設備がないこと

荷物や子どもに手をとられて困っている時に
手を貸してくれる人が少ないこと

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみること

その他

特に困ること・困ったことはない

38.2 

26.8 

23.2 

21.3 

17.9 

17.4 

16.9 

16.0 

10.0 

3.8 

1.9 

4.2 

13.7 

34.3 

27.8 

28.3 

20.8 

18.3 

17.6 

20.5 

17.9 

12.1 

4.5 

3.2 

3.8 

9.7 

0 25 50 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答は３つまで】

通学路が狭い、交通量が多いなど道路環境が悪い

暗い通りや見通しのきかないところが多く、
子どもが犯罪の被害にあわないか心配なこと

公園や緑が少なく、安心して遊べる所が少ない

学校が遠くて通学に不便

となり近所とのつきあいがない

近所に子どもが少ない

昼間にあまり大人がいない

地域に住民が集まるような場所がない

子どもにとって有害なものがあるなどまわりの
生活環境が悪い

その他

72.6 

42.5 

16.9 

15.2 

5.2 

3.9 

3.4 

2.5 

2.2 

8.4 

68.9 

56.6 

20.9 

13.3 

4.9 

5.7 

4.1 

2.7 

2.6 

8.2 

0 40 80 （％）

【回答は３つまで】

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）
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行政への要望は、未就学児の保護者では子育て費用の負担軽減や子連れで楽しめるイベントや遊び場、

小学生の保護者では医療体制の整備や子ども向けの遊び場、イベントなどが高くなっています。子育て

費用の負担軽減については、前回調査より割合が低くなっているものの、未就学児の保護者にとっては

経済的な負担感が大きいことがうかがえます。 

行政要望は、子どもの年齢や居住地域、家族構成、母親の就労状況などにより大きく異なっており、

それぞれのニーズを的確に把握し、優先順位を検討しながら、着実に子育て支援を推進することが望ま

れます。 

 

◆充実してほしい子育て支援【未就学児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆充実してほしい子育て支援【小学校児童の保護者】（前回調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育所や幼稚園など子育てにかかる費用負担を
軽減してほしい

子連れでも出かけやすく、楽しめるイベントの機会が
ほしい

子どもや親子が安心して集まり、遊べる場所を
作ってほしい

誰でも気軽に利用でき、身近な地域で子どもを
預かってくれるサービスがほしい

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を
整備してほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に
対して職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てに困った時に相談したり、情報が得られる
場を作ってほしい

子育てについて学べる機会をつくってほしい

子育ての楽しさや大切さを広く世の中に知らせて
ほしい

多子世帯の優先入居など、住宅面の配慮がほしい

その他

57.3 

49.6 

43.2 

32.8 

32.3 

23.1 

15.2 

12.7 

9.0 

5.0 

5.8 

70.7 

53.1 

51.6 

35.6 

35.6 

23.1 

18.3 

17.8 

11.3 

6.7 

4.9 

0 40 80 （％）

今回調査（Ｎ=1,252）

前回調査（Ｎ=1,232）

【回答はいくつでも】

安心して子どもが医療機関にかかれる体制を
整備してほしい

子どもや親子が安心して集まり、遊べる場所を
作ってほしい

子連れでも出かけやすく、楽しめるイベントの
機会がほしい

保育所や幼稚園など子育てにかかる費用負担を
軽減してほしい

誰でも気軽に利用でき、身近な地域で子どもを
預かってくれるサービスがほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して
職場環境の改善を働きかけてほしい

子育てに困った時に相談したり、情報が得られる場を
作ってほしい

子育ての楽しさや大切さを広く世の中に知らせてほしい

子育てについて学べる機会をつくってほしい

多子世帯の優先入居など、住宅面の配慮がほしい

その他

38.0 

33.6 

27.5 

22.0 

18.8 

14.4 

10.6 

7.5 

7.4 

4.8 

8.0 

47.8 

36.0 

24.1 

34.2 

19.8 

13.2 

11.5 

6.0 

8.5 

4.7 

6.9 

0 30 60 （％）

【回答はいくつでも】

今回調査（Ｎ=1,220）

前回調査（Ｎ=1,218）
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４ 第１期子ども・子育て支援事業計画の成果と課題 

第１期計画では基本方針の各施策について粕屋町独自の成果指標を設定しています。この５年間

の達成状況については、概ね達成している状況です。第２期計画においても基本方針ごとに目標値

を設定し、計画期間に達成できるよう各施策の充実を図り、毎年、進捗状況を把握して、計画の施

策・事業の着実な推進に努めていきます。各事業番号は、第 1期計画の番号を使用しています。 

 

基本方針Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち 

№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

１ 子どもの最善の利益を守る 

1 
青少年育成・人権

教育の啓発 
三本大会開催回数 １回/年 １回/年 １回/年 

2 
人権を尊重する

町民のつどい 
開催回数 １回/年 １回/年 １回/年 

3 福祉読本配布 配布回数 １回/年 平成 28 年廃止 ― 

5 
教職員等への 

人権研修の推進 

町職員への人権研修の 

開催回数 
１回/年 １回/年 １回/年 

教職員への学人研による 

研修の開催回数 

全員研究会２回/年 

研究部会４回/年 

全員学習会１回/年 

全員研究会２回/年 

研究部会４回/年 

全員学習会１回/年 

全員研究会２回/年 

研究部会４回/年 

全員学習会１回/年 

8 
関係機関の連携

強化 
実務者会議の開催回数 ６回/年 ６回／年 ６回/年 

9 

スクールカウンセ

ラー、スクールソ

ーシャルワーカー

による相談機能

の充実 

スクールカウンセラーの 

配置人数 
各中学校に１名 

小学校に１名 

各中学校に１名 各小・中学校に１名 

各小・中学校に１名 
スクールソーシャルワー 

カーの配置人数 
小・中学校に１名 小・中学校に２名 

10 
教育相談室による

相談機能の充実 

教育相談室の相談員配置 

人数 
２名 ２名 ２名 

２ 子どもの健康・保健事業の充実 

11 乳幼児健診 
乳幼児健診受診率と 

把握率 

受診率：96.7％ 

把握率：100％ 

受診率：97.6％ 

把握率：100％ 

受診率：100％ 

把握率：100％ 

12 育児相談 赤ちゃん相談開催回数 12 回/年 12 回/年 12 回/年 

13 
新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 
乳児家庭全戸訪問率 96.8％ 98.6％ 100％ 

17 
幼児の個別療育

支援 

「こんぺいとう」での療育 

幼児数 
61 人 116 人 約 80 人 

18 
幼児の集団療育

支援 

「つくしんぼ」での療育 

幼児数 
30 人 31 人 約 45 人 

「さくらんぼ」での療育 

幼児数 
30 人 43 人 約 30 人 
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№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

19 

発達障がい児等に

関する連携支援 

 

保・幼園長会での説明会 

開催回数 
２回/年 ２回/年 ２回/年 

小学校新一年生の連絡会

開催校数 
町内４校 町内４校 町内４校 

21 

発達相談 

(運動発達相談、 

発達相談、言語

相談) 

運動発達相談を受けた 

人数 
30 人 28 人 約 30 人 

発達相談を受けた人数 586 人 1,094 人 約 550 人 

言語相談を受けた人数 121 人 221 人 約 80 人 

22 年長児相談会 参加率 80％ 98.0％ 90％ 

３ 豊かな心を育む教育の推進 

23 

年齢に応じた本に

親しむ取り組みの

推進 

おはなし会実施回数 
 150 回/年 

参加人数 4,600 人 

回数 181 回/年 

参加人数 3,559 人 

回数 150 回/年 

参加人数 4,600 人 

24 

ブックスタート事

業・ブックスタート

フォローアップ事

業 

10 か月児健診時 

ブックスタートパック配布率 
 配布率 96％ 配布率 98.6％ 配布率 100％ 

３歳児健診対象者 

絵本配布率 
 配布率 40％ 配布率 35.5％ 配布率 45％ 

25 

保育所、幼稚園

における文化芸

術の鑑賞機会の

提供 

保育所・幼稚園での観劇会

開催回数 

観劇会各園１回/年 

映画鑑賞１回/年 

観劇会各園１回/年 

映画鑑賞１回/年 
１回/年 

26 
子どもの読書の

推進 

講演会開催数 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

上映会開催数 ４回/年 ４回/年 ４回/年 

工作教室開催数 ４回/年 ４回/年 ４回/年 

図書館員体験開催数 ２回/年 ２回/年 ２回/年 

原画展開催数 １回/年 １回/年 １回/年 

27 

子どもが参加する

生涯学習センター

自主事業の推進 

文化祭時の劇開催と 

入場者数 

劇１回/年 

入場者数約 560 人 

平成 28 年度より 

ミュージカル廃止 

劇１回/年 

入場者数 

560 人以上 

30 
特別支援学級・ 

通級指導教室 

通級指導教室教諭の配置

人数 

小学校に４人 

中学校に１人 

小学校に９人 

中学校に２人 

小学校に５人 

中学校に１人 

31 
適切な進路指導・

相談支援 
教育支援委員会開催回数 ５回/年 ７回/年 ５回/年 

34 

知的障がい者

（児）・発達障がい

者（児）親子交流

事業（名称変更） 

参加人数 51 人 

知的障がい者（児）

発達障がい者（児）

48 人 

100 人 

36 歴史教育の推進 歴史教育受講者数 延べ 80 人/年 延べ 656 人以上/年 延べ 100 人以上/年 

37 
福祉体験教室 

（名称変更） 

開催回数 

参加者数 

１回/年 

18 人 

１回/年 

64 人 

１回/年 

20 人 
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№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

38 
中学生ボランティア

体験教室 

開催回数 

参加者数 

１回/年 

21 人 
平成 28 年度廃止 ― 

40 地域人材の派遣 派遣人数 延べ 270 人/年 述べ 208 人/年 延べ 300 人/年 

41 社会体育行事 
ジュニアスポーツ大会の 

参加者数 
延べ 2,300 人/年 延べ 2,649 人/年 延べ 2,500 人/年 

43 地域通学合宿 通学合宿実施分館数 １分館 1 分館 ２分館 

 

基本方針Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち 

№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

１ 安心して出産・子育てできる環境の整備 

46 両親学級 
日曜パパとママのたまご 

学級開催数 
３回/年 ３回/年 ３回/年 

48 
経済的支援制度

の周知 

児童手当制度について 

広報紙に掲載回数 
３回/年 ３回/年 ３回/年 

２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化 

9 

スクールカウンセ

ラー、スクールソ

ーシャルワーカー

による相談機能

の充実（再掲） 

スクールカウンセラーの配

置人数 
各中学校に１名 

小学校に１名 

各中学校に１名 
各小・中学校に１名 

スクールソーシャルワー 

カーの配置人数 
小・中学校に１名 小・中学校に２名 各小・中学校に１名 

10 

教育相談室による

相談機能の充実

（再掲） 

教育相談室に相談員配置 

人数 
２名 ２名 ２名 

11 
乳幼児健診 

（再掲） 
乳幼児健診受診率と把握率 

受診率：96.7％ 

把握率：100％ 

受診率：97.6％ 

把握率：100％ 

受診率：100％ 

把握率：100％ 

12 育児相談（再掲） 赤ちゃん相談開催数 12 回/年 12 回/年 12 回/年 

13 

新生児、乳児訪問

（全戸訪問） 

（再掲） 

乳児家庭全戸訪問率 96.8％ 98.6％ 100％ 

56 

子育て支援情報

誌の作成 

（名称変更） 

発行部数 平成 24 年度 2,000 部 0 部 2,200 部 

57 
かすやキッズネッ

ト発行 
発行部数 12,000 部 

30,480 部 

(月 2,540 部×12 か月) 

32,400 部 

(月 2,700 部×12 か月) 

３ 子育てについての学習と交流の充実 

60 育児教室の実施 

赤ちゃん体操教室開催回数 12 回/年 12 回/年 12 回/年 

にこにこ離乳食教室開催 

回数 
12 回/年 12 回/年 12 回/年 

61 親子サロンの充実 親子サロンの開設数 10 か所 ８か所 15 か所 

66 
育児サークル等

活動支援 

育児サークル等支援金 

交付団体数 
11 か所 ８か所 15 か所 
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№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

67 
ハッピーエンジェ

ルの会 

多胎児・未熟児の保護者 

交流会開催回数 
３回/年 ３回/年 ３回/年 

４ 子育てと仕事や他の活動との両立支援 

76 
届出保育施設 

運営費補助 
補助交付か所数 ７か所 ６か所 ８か所 

５ 男性の子育ての促進 

46 両親学級(再掲) 
日曜パパとママのたまご 

学級開催数 
３回/年 ３回/年 ３回/年 

 

基本方針Ⅲ 子どもを見守り、育むまち 

№ 事業名 成果指標 実績値（平成 26 年） 実績値（平成 30 年） 目標値（令和元年） 

１ 子どもと子育てに安心なまちづくり 

89 
（仮称）こども館 

整備事業 
(仮称)こども館整備 ― 平成 28 年度開館 ― 

90 
地域公民館等の

活用 
親子サロン開設数 10 か所 ８か所 15 か所 

97 
交通安全に対する

意識の高揚 

幼稚園、保育所、小学校で

交通安全教室の実施 町内全園、全校での 

実施 

継続 

継続 
小学４年生を対象の自転車

教室実施 
継続 

２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進 

90 
地域公民館等の

活用（再掲） 
親子サロン開設数 10 か所 ８か所  15 か所  

100 

かすや子どもの日

○わ っしょいフェスタ

の開催 

かすや子どもの日○わ っしょ

いフェスタ開催回数 
１回/年 １回/年 １回/年 

102 
子ども会育成会

支援 
ジュニアリーダー数 50 人 41 人 60 人 

105 
学生ボランティア

の育成 
学生ボランティア登録数 53 人 

延べ参加者数 

135 人 
60 人 

３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進 

108 
児童福祉月間の

周知 
ポスター掲示の回数 １回/年 １回/年 １回/年 
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第３章 計画の基本的考え方 

 

１ 計画の基本理念 

子ども・子育て支援法では、父母など保護者が子育てについて第一義的責任をもつことを基本的

認識としながら、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すことを基本的考え方としてい

ます。子どもの視点に立ち、子ども自身がそれぞれの可能性を十分に伸ばして成長していくことが

重要です。 

本計画においては、前期計画の視点と理念を継承し、「全ての子どもと家庭への支援を通して、

子ども一人ひとりが健やかに育ち、子どもを生み、育てることに喜びを感じることのできる社会」

を目指すべき社会の姿とします。家庭においては安心して子育てができ、地域においては次の世代

を育み慈しむことができるようにという願いが、人間らしさあふれる住環境・社会環境の実現にと

って不可欠であることを認識し、行政と住民が一体となって、「子どもの笑顔を育むまち・粕屋」を

推進する実践的計画とすることを目指し、計画の基本理念を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子どもの笑顔を育むまち・粕屋 
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２ 計画の基本的視点 

  １．子どもの視点                      

本計画を推進するにあたっては、「児童の権利に関する条約」の理念を踏まえ、施策の主な対象

である子どもの幸せを第一に考え、子ども一人ひとりの権利が十分に尊重されるよう配慮し、子ど

もの最善の利益が実現される社会を目指します。平成 27 年国連サミットで採択されたＳＤＧｓに

おいては、貧困、保健、教育、ジェンダーなど 17の目標が掲げられており、国においても実施に向

けた指針を作成し、子どもの貧困や教育等の取り組みを掲げています。本計画においてもこのよう

なＳＤＧｓの視点に基づき施策を展開します。 

 

  ２．すべての子どもと家庭を支える視点      

本計画は、家族の状況等の事情により社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、す

べての子どもや子育て家庭を対象とするものです。子どもや子育て中の保護者に対し、身近な地域

において、必要とされる支援を可能な限り講じることで、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等

しく保障することを目指します。 

 

  ３．社会全体で子どもと子育てを支援する視点  

子どもは、社会の希望であり、未来をつくる力となる存在です。子どもの健やかな育ちと子育て

を支えることは、社会全体で取り組むべき最重要課題の一つです。子育て家庭だけではなく、社会

のあらゆる分野における人々が、子どもと子育てに対する関心や理解を深め、地域や社会が子ども

や保護者に寄り添うことで、すべての子どもが健やかに成長できる社会を目指します。 
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３ 計画の基本方針 

基本理念の実現に向けて、以下の基本方針を掲げて取り組むものとします。 

 

Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち                           

子どもは、本来一人ひとりが様々な可能性や力を持っています。周囲の大人や社会には、子ども

がのびのびと育つことができる環境を整え、子どもが自ら育つ力を伸ばしていくことを支える責務

があります。また、子ども・子育て支援を進めるにあたっては、子どもの幸せを第一に考え、子ど

もの最善の利益が尊重されるよう配慮されなければなりません。子どもの権利についての啓発を進

めるとともに、子どもの健康と福祉が守られるよう、児童虐待の防止や各種健康・保健事業の施策

の充実を図ります。また、子どもの豊かな心を育むべく、交流の機会や生活体験・自然体験等の機

会を豊富にもてるような取り組みを推進します。 

 

Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち           

子どもの育ちを支え、子どもの最善の利益を守るためには、子育ての当事者である家庭や保護者

が安心して子育てができることが重要です。子育てをしている人や、これから子育てをしたいと思

っている人が、精神的、身体的にゆとりをもち、安心して出産や子育てをすることができるよう支

援します。子育てに関する相談や学習機会を充実するとともに、子育て世帯の経済的負担の軽減を

図ります。また、子育てをする人が子育てと仕事やその他の活動との両立ができるよう、両立支援

の充実や子育てにおける男女共同参画を推進します。 

 

Ⅲ 子どもを見守り、育むまち               

子どもの健やかな育ちと子育て家庭を支えることは、未来への投資であり、地域や企業等も含め

て社会全体で取り組んでいくことが重要です。子どもと地域との交流や、企業等への啓発を推進し、

子どもと子育てを地域や社会全体で見守り育てるという意識を醸成することで、子どもと子育てに

やさしいまちづくりを進めます。また、子どもが地域において安心して暮らし、活動することがで

きるよう、公園や遊び場、道路等の整備と充実に努めるとともに、事故や犯罪から子どもを守る環

境づくりを推進します。 
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第４章 施策の展開 

１ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 基本方針

(1)子どもの権利に関する啓発

(2)人権教育の推進

(3)児童虐待の早期発見、虐待防止への支援体制

(4)配慮や支援を必要とする子どもへの支援

(1)子どもの健康づくり支援

(2)障がいのある子どもの療育支援

(1)文化、芸術に触れる機会の拡充

(2)思春期教育の推進

(3)障がいのある子どもの教育の推進

(4)子どもの交流・学習機会の充実

(1)安心して出産・子育てできる支援の充実

(2)子育てに伴う経済的負担の軽減

(3)ひとり親家庭への支援

(1)子育てに対する相談体制の充実

(2)子どもと子育てに関する情報提供の充実

(1)親同士の交流機会の拡大を図る

(2)育児サークル活動の支援

(3)子育て等に関する学習機会の充実

(1)保育所・幼稚園・認定こども園等におけるサービスの充実

(2)教育・保育施設の充実

(3)保育所・幼稚園・認定こども園・小学校の連携による教育・保育の充実

(4)学童保育における保育サービスの拡充

(5)保護者の働きやすい環境の整備・充実

(1)父親の子育てに関する学習や交流の機会の拡充

(2)男女共同参画の視点による意識改革

(1)公園・遊び場の充実

(2)事故や犯罪から子どもの安全を守る環境づくり

(1)地域における相互交流・世代間交流の促進

(2)子どもに関する諸団体のネットワークづくり

(3)子育て支援者・ボランティアの育成

(1)啓発活動の推進

(2)住民参加の推進

３　豊かな心を育む
　　教育の推進

施策の方向

子
ど
も
の
笑
顔
を
育
む
ま
ち
・
粕
屋

Ⅱ
　
安
心
し
て
楽
し
く
子
育
て
が
で
き
る
ま
ち

１　安心して出産・
　　子育てできる
　　環境の整備

１　子どもの最善の
　　利益を守る

２　子どもの健康・
　　保健事業の充実

Ⅰ
　
心
豊
か
な
子
ど
も
が
育
つ
ま
ち

３　子育てについての
　　学習と交流の充実

５　子育てにおける
　　男女共同参画の
　　推進

１　子どもと子育てに
　　安心なまちづくり

２　子育てに関する
　　相談・情報提供
　　体制の強化

４　子育てと仕事や
　　他の活動との
　　両立支援

Ⅲ
　
子
ど
も
を
見
守
り
、

育
む
ま
ち

２　地域における
　　交流・ネット
　　ワークづくりの
　　促進

３　子育てについて
　　の意識啓発・
　　住民参加の推進
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２ 計画の推進に向けた重点的取り組み 

本計画を推進するにあたり、粕屋町子ども・子育て会議において粕屋町の子どもと子育て支援の現状

や課題、今後の重要な施策について議論を重ねました。これらの議論の内容を踏まえて、次の３つの施

策の方向を特に重点的に取り組むべき施策として位置づけ、着実に推進していきます。 

 

（１）子育てに関する相談体制の充実 

本町は、すべての子どもと子育て家庭を支援の対象として、障がいや発達の遅れの有無にかかわ

らず、子ども一人ひとりが健やかに育ち、保護者が安心して子育てできるまちを目指してきました。

ニーズ調査では、子育てについての悩みや気になることとして、未就学児では「子どもの発育、発

達」「子どもの食事や栄養」が最も高く、小学生でも「子どもの病気や発育・発達」が上位となって

います。近年、健康センターや教育相談等での相談件数が年々増加しており、適切な対応と支援が

求められています。 

本町では、これまでも相談や療育支援に力を入れてきましたが、支援を必要とする子どもや家庭

が増加していることを踏まえて、子ども家庭総合支援拠点の設置や子育て世代包括支援センター等

により、一層の充実を図り、早期の発見と適切な支援を推進します。 

 

【主な該当事業】として以下の９事業を掲載しています。※Ｐ33以降の具体的施策の展開を参照 

５子ども家庭総合支援拠点の設置 

６相談機関の周知 

９子育て世代包括支援センターにおける支援 

10スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー(※)による相談機能の充実 

11教育相談室による相談機能の充実 

14育児相談 

23発達相談(運動発達相談、発達相談、言語相談)の充実 

24巡回相談支援事業 

56かすや地区女性ホットラインの周知 

 

 

（２）子どもと子育てに関する情報提供の充実 

本町は若い子育て世代の転入も多く、子どもや子育て支援に関する情報提供の充実が必要となっ

ています。ニーズ調査では、子育てに関する情報の入手方法として「インターネット」が最も高く

なっていました。転入時に子育て支援情報を掲載した冊子を配布したり、SNS を含めたインターネ

ットでの情報提供を充実したりする等、より効果的な方法の検討を進めます。 

また、小・中学校と連携しての取り組みや、アウトリーチ(※)による情報発信の活動も進めます。 
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【主な該当事業】として以下の４事業を掲載しています。 

57子育て支援に関する情報提供 

58かすやキッズネット発行 

59地域子育て支援拠点事業の充実 

61親子サロンの充実 

 

 

（３）地域の交流・ネットワークづくり 

子どもの育ちや安全を地域全体で支えるためには、家庭や保育所、幼稚園、認定こども園、学校

とともに地域の民生委員、区長、育成会、子ども会等が連携して、子どもたちを見守る活動を推進

することが重要です。また、子どもや保護者が地域の人々と世代を超えて交流する機会をもつこと

で、地域で子どもを見守るという意識が高まると考えられます。保育所、幼稚園、認定こども園、

学校、そして地域との交流・ネットワークづくりを推進し、地域全体で子ども・子育てを支えると

いう気運の醸成を図ります。また、地域の子育てに関する人材の育成に取り組みます。 

 

【主な該当事業】として以下の６事業を掲載しています。 

    95関係機関の連携による情報共有 

97子ども 110番の家、粕屋町「まちの駅」活動の促進 

104子育て応援団委託事業 

105子育て支援ボランティアの育成 

106学生ボランティアの育成 

110地域との連携による子育て支援 
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３ 具体的施策の展開 

基本方針Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち 

  施策の方向性１ 子どもの最善の利益を守る                    

日本も批准している国連の「子どもの権利条約」には、子どもの基本的人権の尊重について、「生きる

権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」という４つの権利を定め、「子どもの最善の利益」

を確保することが大人の責務として定められています。平成 24 年に制定された子ども・子育て支援法

においても、国が定める基本指針では「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基

本としています。しかし、現状では、いじめや児童虐待等、子どもの人権が侵害される事態が近年増加

しています。一人ひとりの子どもが、安心して心身ともに健やかに成長できるよう、虐待の防止、早期

発見と対応、被害を受けた子どもへの支援について社会全体で推進することが重要です。 

ニーズ調査では、子育てに関する保護者の悩みとして、「子どもを叱りすぎているような気がするこ

と」が、前回調査よりは低下しているものの、未就学児童の保護者で２割強、小学生の保護者では２割

半ばで、ともに第３位となっています。特に、子どもが３～５歳と小学１～３年生の人で３割弱となっ

ており、小学校入学前後の年代の子どもの保護者が子どもへの接し方に悩んでいることがうかがえます。

また、数値としては低いものの、「子育てのストレスが溜まって、子どもに手をあげたり、世話をしなか

ったりすること」という回答もみられ、虐待防止のための取り組みが急務であることが示されています。

小学生の保護者の悩みとしては、「子どもの友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること」が約３割

で第１位となっており、子どもの人間関係に対する保護者の不安が表れています。 

保護者と地域の人々、そして子どもたち自身が、子どもの人権を尊重することについての認識を深め

るための啓発を推進します。また、子どもたち自身や教職員が子どもの権利について理解を深めること

ができるよう、人権教育を充実します。いじめや児童虐待等の問題については、子ども家庭総合支援拠

点を設置し、子ども家庭支援員やスクールカウンセラー等による相談を充実します。また、関係機関の

連携を強化し、適切な支援体制を充実するとともに、児童虐待について家庭や学校、地域への啓発を進

め、早期発見による事態の深刻化の防止を図ります。また、将来的な子どもの貧困を予防し貧困の連鎖

を断ち切るため、経済的に困難な状況にある子どもと家庭への相談体制の充実や情報提供の充実を図り

ます。 

 

（１）子どもの権利に関する啓発 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

1 
青少年育成・人権教

育の啓発 

「青少年育成町民の会」「人権教育啓発強調月間」「社会を明るくす

る運動月間」を合わせた三本大会を通じて、子どもの人権を尊重す

ることの大切さに関する認識を深めるための啓発を進めます。ま

た、子どもの権利に関する情報について、町広報紙への掲載や人

権啓発冊子「わかくさ」の全戸配布等を通じ、周知に努めます。 

社会教育課 

2 
人権を尊重する町

民のつどい 

人権教育について、「人権を尊重する町民のつどい」等により、町

民に対する啓発活動を推進し、町民の人権意識の高揚を図りま

す。 

社会教育課 
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（２）人権教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

3 
児童への人権教育

の推進 

保育所、幼稚園、認定こども園において、日々の教育・保育におけ

る人とのかかわりのなかで、一人ひとりの大切さや自分を大切にす

ることを教えます。また、小学校においては、教科となった道徳をは

じめ各教科に人権の視点を適切に位置づけ、人権教育を推進しま

す。 

子ども未来課 

学校教育課 

4 
教職員等への人権

研修の推進 

保育所、幼稚園、認定こども園、学校の教職員や町職員等に対し

て、人権に関する研修を行い人権意識の高揚を図ります。今後も研

修内容の充実に努めて参加を促進していきます。 

子ども未来課 

学校教育課 

社会教育課 

総務課 

 

（３）児童虐待の早期発見、虐待防止への支援体制 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

5 
子ども家庭総合 

支援拠点の設置 

子ども家庭総合支援拠点を設置し、子ども家庭支援員、虐待対応

専門員による子育てに関する相談とともに要支援家庭への訪問指

導・相談や虐待通報への適切な対応機能の充実を図ります。 

子ども未来課 

6 相談機関の周知 

役場やかすやこども館で啓発資料の掲示や配布を行うとともに、ホ

ームページ、広報紙等を通して虐待や養育困難に関する相談機関

の効果的な周知を徹底します。 

子ども未来課 

7 
関係機関の連携 

強化 

要保護児童の早期発見と早期対応を図るために、役場関係部署、

学校関係者、警察、児童相談所等の関係機関による要保護児童対

策地域協議会の実務者会議を定期的に開催し、情報共有と連携強

化を図ります。 

子ども未来課 

8 
児童虐待防止に関

する周知の充実 

家庭や学校、地域等に対して、児童虐待問題に対する理解を深め

るため、「児童虐待防止月間」や「オレンジリボンキャンペーン」等積

極的に広報・啓発活動を推進します。 

子ども未来課 

9 

子育て世代包括支

援センターにおける

支援 

子育て世代包括支援センターにおいて、妊産婦・乳幼児等の状況

を把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対応する

とともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡調整等を行い、育

児不安や虐待の予防に取り組みます。 

健康づくり課 

 

（４）配慮や支援を必要とする子どもへの支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

10 

スクールカウンセラ

ー、スクールソーシ

ャルワーカー(※)によ

る相談機能の充実 

スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを小・中学

校に配置します。スクールカウンセラーは、生徒や保護者の内面的

な相談への対応と支援を行い、スクールソーシャルワーカーは、関

係機関のネットワークを活用して就学環境に問題を抱える児童生

徒の課題解決に向けた対応を図ります。 

学校教育課 

11 
教育相談室による 

相談機能の充実 

教育相談室に相談員とスクールソーシャルワーカーを配置し、不登

校児の居場所づくりとあわせて、保護者等の教育に関する相談と

課題解決に向けた対応を図ります。 

学校教育課 
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No. 事業名 事業の概要 担当課 

12 
就学援助制度の 

実施 

経済的理由により、就学援助を必要とする家庭に対し、学校給食費

や学用品費等の一部を助成します。 
学校教育課 
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  施策の方向性２ 子どもの健康・保健事業の充実                 

子どもの健康づくりは、生涯にわたり健康な生活を送るための基盤として、子ども自身にとっても保

護者にとっても重要です。心身ともに健やかに成長するために、出産期から乳幼児期、就学後に至るま

で継続的なかかわりが求められます。障がいや発達に遅れがみられる子どもに対しても、乳幼児の段階

から一人ひとりの状況やニーズに応じた一貫した支援の提供が必要とされています。 

ニーズ調査では、未就学児童の保護者の３割以上が、「子どもの病気や発育・発達に関すること」「子

どもの食事や栄養に関すること」を悩みとしてあげていました。「子どもの病気や発育・発達に関する

こと」については小学１～３年生の保護者でも３割弱と高くなっていました。乳幼児健診に対しては７

割半ばが満足しており、「安心して受けることができた」「保健師・助産師の話が参考になった」等肯定

的な評価が多くみられます。「待ち時間が長かった」は４割半ばで前回から低下したものの、さらなる改

善が求められています。また、子どもの発達に関する相談や療育については、利用者や相談希望者の数

が年々増加しており、ニーズの増大への対応が必要です。 

本町においては、乳児家庭全戸訪問や乳幼児健診、赤ちゃん相談等、多様な相談の機会を設けており、

今後も子どもの健康を確保するための取り組みを充実していきます。また、「健康かすや 21」に基づき、

食育を含めて子どもと保護者の学習機会を提供する等、親子の健康づくりを推進します。 

発達に遅れがみられる子どもについては、相談支援体制を充実し、早期の発見と発達段階に応じた支

援に努めます。また、保育所、幼稚園、認定こども園に職員を加配し、受け入れ体制の充実を進めると

ともに、学校等との連携を図り、子どもの人権やプライバシーに配慮しながら切れ目のない支援ができ

るよう体制の整備を進めます。 

 

（１）子どもの健康づくり支援   

No. 事業名 事業の概要 担当課 

13 乳幼児健診 

乳幼児の心身の発達発育の確認のために４か月児、10 か月児、１

歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実施します。さらに、個別

相談を実施し、子育てに関する情報提供及び保護者の育児不安の

軽減を図ります。また、２歳児に対しては歯科健診を実施します。 

健康づくり課 

14 育児相談 
育児不安の軽減のため、保健師、助産師による赤ちゃん相談の定

期的な実施や電話相談「赤ちゃんラブコール」等を実施します。 
健康づくり課 

15 乳児家庭全戸訪問 

乳児の発育・発達確認、母親の健康状態の確認、育児相談の場と

して、保健師等による４か月までの乳児のいるすべての家庭を対象

とした訪問を実施します。 

健康づくり課 

16 
乳幼児医療体制の

整備 

周辺市町村や医師会、粕屋保健福祉事務所等関係機関と連携し

て、乳幼児医療体制の充実に努めます。 
健康づくり課 

17 食育の推進 

「健康かすや 21」に基づき、両親学級やマタニティ栄養教室、離乳

食教室等を通じ、減塩・栄養改善の普及・啓発とともに親子の健康

な食生活を啓発していきます。 

健康づくり課 
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（２）障がいのある子どもの療育支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

18 

保育所、幼稚園等

への障がい児の受

け入れ体制の充実 

保育所、幼稚園等において職員の加配を行い、障がいのある子ど

もの受け入れ体制を充実していきます。 
子ども未来課 

19 
幼児の個別療育支

援 

心身の発達に遅れや偏りのある幼児に対して、発達ルーム「こんぺ

いとう」での早期療育による発達支援及び保護者への理解促進を

図ります。 

健康づくり課 

20 
幼児の集団療育支

援 

心身の発達に遅れや偏りのある幼児とその保護者に対する集団療

育の場として、社会福祉法人に委託し、発達ルーム「つくしんぼ」・

「さくらんぼ」において、子どもの年齢に応じた療育事業を進めま

す。 

健康づくり課 

21 

発達障がい児等に

関する連携支援の

充実 

一人ひとりの子どもに切れ目のない適切な支援ができるよう、健康

センター、保育所、幼稚園、認定こども園、学校（通常学級・特別支

援学級・通級指導教室）等の連携を強化し、子どもの人権、プライ

バシーに配慮しながらさらに円滑に連携ができる体制の整備を進

めます。 

子ども未来課 

学校教育課 

健康づくり課 

22 
障がい児等発達支

援 

発達障がいを有する児童及び発達障がいの疑いのある児童の保

護者を対象に、前向きに子育てに取り組むことができるようにペア

レントプログラム講座を開催します。 

介護福祉課 

23 

発達相談(運動発達

相談、発達相談、言

語相談)の充実 

乳幼児の運動面や言語面等、発達に関する相談や発達状況の確

認等について、理学療法士、臨床心理士、言語聴覚士等の専門職

による相談事業を実施します。早期からの専門的な相談や発達評

価を取り入れ、適切な発達支援に繋げています。今後は、相談希

望者の増加に伴い、相談員を増員して対応を図っていきます。 

健康づくり課 

24 巡回相談支援事業 

発達障がい等に関する知識を有する専門員が保育所等に巡回相

談を実施し、障がいの早期発見・早期対応のための助言等の支援

を行います。 

健康づくり課 

25 年長児相談会 

年長児への発達スクリーニング検査及び三者面談（保護者、担任、

担当者）を実施し、発達障がいの発見と支援、子どもの発達特性の

理解、二次障がいの予防に努めます。また、相談会後のフォローの

場として、保護者向け研修会を開催し、発達の理解促進を図りま

す。 

健康づくり課 
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  施策の方向性３ 豊かな心を育む教育の推進                   

子どもたちが個性豊かに社会性や道徳性、生活力を育んでいくためには、発達段階に応じた多様な学

習機会の提供が必要です。また、子どもの豊かな感性の育成のために、幼少期から芸術鑑賞や読書に触

れる機会が十分に提供されることが望まれます。思春期前後の子どもに対しては、性感染症や望まない

妊娠、デートＤＶや性暴力、飲酒や喫煙、薬物乱用等、身体的・精神的健康を脅かす問題について、正

しい知識を身につけるための教育が必要です。また、障がいのある子どもとその保護者に対して、子ど

もの健全な心身の成長、社会的自立を促していくために、子どもの発達に応じた切れ目のない総合的な

支援が求められます。 

ニーズ調査では、小学生の保護者の２割弱が「子どもの思春期の教育」を悩みとしてあげており、小

学生からの思春期教育の充実が必要とされています。また、小学生の携帯電話やスマートフォンの所持

率は約４割、小学校４～６年生では５割を超えています。インターネットの利用も小学１～３年生でも

５割超、４～６年生では７割超に上り、子どものメディア利用についての適切な情報提供や教育が求め

られています。また、子どもが本に触れる機会を提供する「粕屋町図書館のおはなし会」の認知度、利

用経験、今後の利用意向がともに高く、子育て家庭からのニーズの高さがうかがえます。 

本町では、令和２年より「粕屋町文化芸術推進基本計画」に基づき、子どもたちが文化や芸術に触れ

る機会の提供を行い、今後もこれらの事業の充実を図ります。また、小・中学校での性教育や健康教育、

メディア利用に関する教育に計画的に取り組み、子どもの健やかな成長を支援します。 

障がいのある子どもに対しては、個別の状況に合わせた最善の教育を目指して、教職員の専門性の向

上を図りつつ、各種機関の連携のもと多面的に支援しています。また、一時預かりや親子交流事業を実

施し、保護者のリフレッシュや負担の軽減を図ります。 

さらに、様々な体験教育や異年齢・異世代交流の機会を設け、子どもたちの主体的な学びと活動を推

進します。 

 

（１）文化、芸術に触れる機会の拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

26 

年齢に応じた本に

親しむ取り組みの推

進 

赤ちゃん向けから小学生向けまで成長に合わせたおはなし会を継

続していきます。家庭や保育所、幼稚園、認定こども園等への周知

と参加の促進に努めます。おはなし会の担い手となる読書ボランテ

ィアの支援と育成を継続していきます。 

社会教育課 

27 

ブックスタート事業・

ブックスタートフォロ

ーアップ事業 

10 か月児健診時に絵本の紹介とボランティアによる読み聞かせを

行います。また、ブックスタートフォローアップ事業として、３歳児健

診時に引換券を渡し、かすやこども館でおはなし会を行い、３歳児

に適した絵本を配布します。今後は、対象となる児童の保護者に向

けてブックスタートフォローアップ事業の周知に努めていきます。 

社会教育課 

子ども未来課 

28 

保育所、幼稚園、認

定こども園における

文化芸術に触れる

機会の提供 

保育所、幼稚園、認定こども園の児童を対象とした鑑賞会や観劇

会を通じて、乳幼児期から文化芸術に親しめるよう努めます。ま

た、保育所で和太鼓に取り組む等、子ども自身が文化活動に参加

するような取り組みを進めます。 

子ども未来課 

29 
子どもの読書の推

進 

子ども読書の日、図書館まつり、「子どもと読書」講演会等の各種イ

ベントを行い、子どもの図書館利用の促進を図ります。子どもや親

子が参加しやすい行事を工夫し、図書館利用を促進していきます。 

社会教育課 
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No. 事業名 事業の概要 担当課 

30 

子どもが参加する生

涯学習センター事業

の推進 

「粕屋町文化芸術推進基本計画」に基づき、文化協会の協力のもと

「夏休み子ども体験教室」を実施し、小学生の文化・芸術への体験・

発表の場を設けます。また、「かすや児童合唱団さくら」「かすやブラ

スふぇす」の活動支援等、子どもが芸術に触れる機会を提供してい

きます。 

社会教育課 

 

（２）思春期教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

31 性といのちの教育 

性を正しく理解し、心身のバランスある発達を促すとともに、思いや

りの心を育むための教育を行います。デートＤＶや性暴力防止など

に関する県の事業と連携して、保護者とともに学ぶ機会や専門的な

外部講師の招へいを行う等、充実を図ります。 

学校教育課 

32 

喫煙、薬物乱用、メ

ディア等についての

正しい知識の教育 

思春期における健やかな心身の発達のため、児童・生徒が喫煙、

飲酒、薬物乱用等について正しい知識をもてるよう、授業のなか

で、あるいは親子で学ぶ機会を提供していきます。また、メディアが

児童・生徒に及ぼす影響も大きいことから、適切なメディア利用につ

いての指導を行っていきます。 

学校教育課 

 

（３）障がいのある子どもの教育の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

33 
特別支援学級・通級

指導教室 

各学校の特別支援学級において、療育、支援が必要な児童・生徒

に対する適切な教育を行います。また、小・中学校の通常学級に在

籍している軽度の障がいがある児童・生徒に対して、障がいの程度

に応じた特別の指導を通級指導教室で行います。 

学校教育課 

34 
適切な進路指導・相

談支援 

障がいの状況にあわせ、特別支援学校を含め、その子にあった就

学先を保護者に紹介します。また、障がいのある子どもの就業支援

や生活支援については、相談支援事業所やサービス事業所等の

関係機関と連携して対応を図ります。 

学校教育課 

介護福祉課 

35 
障がい児教育の充

実 

全ての小・中学校で特別支援教育コーディネーターが中心となり学

習指導の充実や生活への適応指導等の充実を図ります。また、特

別支援学級の数の増加に伴い、学校支援員の充実を図ります。今

後も、個に応じたきめ細かな支援ができるよう、職員の研修を行う

等指導体制の充実を図ります。 

学校教育課 

36 
障がい児放課後等

対策事業 

小・中学校等の児童・生徒で、学童保育への通所が難しい障がい

児をその家族の就業支援や一時的休息(レスパイト）のために、放

課後や長期休暇中に福祉センターで一時預かりを行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

37 

知的障がい者（児）・

発達障がい者（児）

親子交流事業 

障がいのある子どもの保護者の心身のリフレッシュとお互いの情報

交換・交流の促進を図るため、親子のニーズに合わせた交流事業

を実施します。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 
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（４）子どもの交流・学習機会の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

38 

中高生の保育所、

幼稚園、認定こども

園での子どもとの交

流 

保育所、幼稚園、認定こども園、小学校及びかすやこども館におい

て、中高生の職場体験やボランティアの受け入れを行い、乳幼児と

の触れ合いとともに子育てを体験し学習する機会を提供します。 

子ども未来課 

学校教育課 

協働のまちづ

くり課 

39 歴史教育の推進 

歴史資料館で子ども向けの講座を開催し、歴史学習の機会を増や

すとともに、歴史資料に触れる機会の創出を図ります。また、小・中

学生向けの粕屋町歴史副読本「小・中学生のための粕屋町の歴

史」を活用し、子どもが地域の歴史を身近に感じ意欲を持てるよう、

学習機会を提供していきます。 

社会教育課 

40 福祉体験教室 
子ども会育成会連絡協議会との協同により、小学生を中心に、福

祉についての理解を深めることを目的として体験教室を行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

41 総合学習支援 
小・中学校で行われる福祉体験学習の支援を行います。また各小・

中学校へ福祉教育のための助成を行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

42 地域人材の派遣 

子どもの健やかな成長を支援するため、地域の人材を発掘・活用

し、異年齢・異世代交流を進めます。幅広い派遣要請に応えること

ができるよう、文化協会等社会教育関係団体の協力を得ながら講

座の種類を増やしていくとともに、学校の「ゲストティーチャー」への

人材派遣の活用を働きかけます。 

社会教育課 

43 社会体育行事 

小学生ソフトボール大会や各種ジュニア大会、総合体育館における

スポーツ活動等、スポーツ振興と健康づくりのため、子どもが参加

できるスポーツ環境づくりに努めます。粕屋町総合体育館で行うこ

ども教室の実施や各ジュニアスポーツ団体の活動支援を行いま

す。 

社会教育課 

44 ときめき体験事業 

親元を離れて団体行動を行う研修等を通じて青少年相互の連携を

深めるとともに、団体生活での規律、社会参加の意義等を学ぶ機

会を提供します。参加者がスタッフとして参加する等、青少年相互

の交流も図っています。 

社会教育課 

45 地域通学合宿 

団体生活を経験させることにより子どもたちの自主性・協調性･忍耐

力を養うため、各分館単位での通学合宿を実施します。分館の事

業が多く通学合宿を実施するに至らない分館が多いため、事業の

集約を図り実施分館の増加を図ります。 

社会教育課 

46 
プロスポーツチーム

との交流 

サッカーやラグビー等のプロスポーツチームとのフレンドリータウン

協定に基づき、子どもたちと選手の交流を展開し、地域スポーツの

振興や活性化を図ります。 

協働のまちづ

くり課 
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基本方針Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち 

  施策の方向性１ 安心して出産・子育てできる環境の整備             

安心して子どもを生み育てられるまちづくりを進めるにあたっては、妊娠期から周産期、新生児期及

び乳幼児期からの母子の健康づくりの取り組みが非常に重要です。ライフコース(※)や家族形態の多様化

が進む中、母親が安心して出産でき、子どもが健やかに成長できるためには、子どもの年齢や家庭の状

況に応じた、それぞれのニーズにあった支援の提供が求められます。また近年、子どもの貧困が社会問

題として注目されており、子育て世帯の経済的負担の軽減や生活支援が必要とされています。 

ニーズ調査では、未就学児童の保護者の子育ての悩みや気になることとして、「子どもの病気や発育・

発達に関すること」「子どもの食事や栄養に関すること」の割合が高くなっています。また、子育ての不

安や負担を感じている人では、子育てについて得たい情報として、「子どもの発育や病気について」が約

５割と高く、「子育ての悩みや相談窓口について」「子育ての手当てや公的助成について」等も高くなっ

ており、情報提供や養育支援により育児不安の低減を図ることが求められています。また、ニーズ調査

では、未就学児童の保護者の 2.9％、小学生の保護者の 6.3％がひとり親家庭であり、ひとり親家庭への

就業や経済面に関する情報提供や支援が必要です。 

本町では、妊娠中の母子の健康管理のため、妊婦健診の公費補助や、母子手帳交付時の相談、情報提

供、必要に応じての個別訪問等を行っています。今後は、これらの事業の周知を図ります。両親学級に

ついては、今後も内容の充実を図るとともに、日曜日の開催等父親が積極的に参加できるよう引き続き

取り組みます。 

子育てにともなう経済的負担の軽減および子どもの貧困問題への対策のため、児童手当等の経済的支

援制度の周知を進めるとともに、実態の把握に努め必要な支援について検討します。ひとり親家庭に対

しては、ひとり親家庭相談事業や母子寡婦福祉資金貸付金等の支援制度について周知に努めます。 

 

（１）安心して出産・子育てできる支援の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

47 妊婦健康診査 
安全で健やかな妊娠・出産を支援し、母親の健康の保持増進を図

るため、妊婦健診費用について公費補助を行います。 
健康づくり課 

48 母子健康手帳交付 

母子健康手帳交付時に、子育て世代包括支援センターの専任コー

ディネーターや保健師により、相談や指導、情報提供を行います。

また、栄養や喫煙についても情報提供します。 

健康づくり課 

49 両親学級 
妊娠、出産、育児等の正しい知識の普及、妊婦の交流、父親の子

育てへの意識啓発を目的として、両親学級を日曜日に実施します。 
健康づくり課 

50 養育支援訪問事業 

養育支援が必要な家庭に、子育てアドバイザー、保健師等が居宅

を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭へ

適切に養育支援をしていきます。 

子ども未来課 

健康づくり課 
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（２）子育てに伴う経済的負担の軽減 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

51 
経済的支援制度の

周知 

広報紙やホームページ等を通じて、児童手当やひとり親家庭、障が

いのある児童がいる家庭の支援等の経済的支援制度の周知に努

め、子育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。 

総合窓口課 

介護福祉課 

52 子ども医療費助成 

子育て世代の経済的負担軽減及び乳幼児等の疾病の早期発見や

治療を図るため子ども医療費の助成を行い、経済的支援をします。

また、県等の制度については窓口での周知を図ります。 

総合窓口課 

53 
未熟児養育医療費

助成 

入院を必要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療費の給付

を行い、子どもの健康の保持、増進を図ります。 
健康づくり課 

54 
子どもの貧困対策

の推進 

貧困の状況にある子どもたちに対して必要な支援について検討し

ます。 
子ども未来課 

 

（３）ひとり親家庭への支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

55 
ひとり親家庭支援事

業の周知 

ひとり親家庭相談事業や母子父子寡婦福祉資金貸付金等の支援

制度や福岡県母子家庭等就業支援センターについて、周知に努め

ます。 

介護福祉課 

総合窓口課 

50 
養育支援訪問事業 

（再掲） 

養育支援が必要な家庭に、子育てアドバイザー、保健師等が居宅

を訪問し、養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭へ

適切に養育支援をしていきます。 

子ども未来課 

健康づくり課 
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  施策の方向性２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化             

核家族化の進行や社会経済情勢の変化にともなうライフスタイルの多様化等により、子育てに関する

悩みや求められる情報も変化しています。また、本町は人口の転入率、転出率がともに高く、家庭や地

域の状況によっては、日々の子育てに対する助言や協力を得にくい家庭もあると思われます。子育て中

の保護者が悩みや不安を解消して、ゆとりをもって子育てができるよう、相談や情報提供の体制づくり

が重要となっています。 

ニーズ調査によると、子育ての悩みや不安の相談先として、多くの人が配偶者やパートナー、親等の

親族、近所の友人をあげていますが、未就学児童の保護者で粕屋町での居住年数の短い人ではインター

ネットの割合がやや高く、身近な相談相手が限られている様子がうかがえます。また、子育てにかなり

不安や負担を感じるとする人では親族等の身近な人を相談相手とする割合が相対的に低い一方、「保健

師（健康センター）」や「学校等の先生」といった専門的職業に相談していることがうかがえ、相談支援

体制の充実の必要性が示されました。子育てに関する情報の入手先としては、親族や近所の友人と並ん

でインターネットが主な情報源となっており、前回調査から大きく増加しています。インターネットや

SNSを活用しての情報提供の充実が、今後ますます重要性を増すものと思われます。 

本町では、保健師、保育士やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーによる相談支援や

糟屋地区１市７町での電話相談事業を行っており、これらの事業のさらなる充実を図るとともに、子ど

も家庭総合支援拠点を設置し、総合的な支援にあたります。また、子育て支援サイト等を活用して町内

の子育てに関する施策や支援策等の情報を集約・発信しながら、多様な媒体による情報提供を行います。 

 

（１）子育てに対する相談体制の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

56 
かすや地区女性ホ

ットラインの周知 

夫やパートナーからの暴力、職場でのセクシュアルハラスメント（※）

等の悩みや困りごとに対する電話相談の周知を図ります。 
介護福祉課 

5 

子ども家庭総合支

援拠点の設置 

(再掲) 

子ども家庭総合支援拠点を設置し、子ども家庭支援員、虐待対応

専門員による子育てに関する相談とともに要支援家庭への訪問指

導・相談や虐待通報への適切な対応機能の充実を図ります。 

子ども未来課 

9 

子育て世代包括支

援センターにおける

支援（再掲） 

子育て世代包括支援センターにおいて、妊産婦・乳幼児等の状況

を把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対応す

るとともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡調整等を行い、育

児不安や虐待の予防に取り組みます。 

健康づくり課 

10 

スクールカウンセラ

ー、スクールソーシ

ャルワーカーによる

相談機能の充実 

（再掲） 

スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを小・中学

校に配置します。スクールカウンセラーは、生徒や保護者の内面的

な相談への対応と支援を行い、スクールソーシャルワーカーは、関

係機関のネットワークを活用して就学環境に問題を抱える児童生

徒の課題解決に向けた対応を図ります。 

学校教育課 

11 

教育相談室による

相談機能の充実 

(再掲) 

教育相談室に相談員とスクールソーシャルワーカーを配置し、不登

校児の居場所づくりとあわせて、保護者等の教育に関する相談と

課題解決に向けた対応を図ります。 

学校教育課 
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No. 事業名 事業の概要 担当課 

13 
乳幼児健診 

（再掲） 

乳幼児の心身の発達発育の確認のために４か月児、10 か月児、１

歳６か月児、３歳児を対象に健康診査を実施します。さらに、個別

相談を実施し、子育てに関する情報提供及び保護者の育児不安の

軽減を図ります。また、２歳児に対しては歯科健診を実施します。 

健康づくり課 

14 
育児相談 

（再掲） 

育児不安の軽減のため、保健師、助産師による赤ちゃん相談の定

期的な実施や電話相談「赤ちゃんラブコール」等を実施します。 
健康づくり課 

15 
乳児家庭全戸訪問 

（再掲） 

乳児の発育・発達確認、母親の健康状態の確認、育児相談の場と

して、保健師等による４か月までの乳児のいるすべての家庭を対象

とした訪問を実施します。 

健康づくり課 

 

（２）子どもと子育てに関する情報提供の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

57 
子育て支援に関す

る情報提供 

子どもと子育て支援に関する情報を集約し、ホームページ・広報

紙・チラシ等様々な広報媒体による情報提供に努めます。 
子ども未来課 

58 
かすやキッズネット

発行 

カレンダー方式による子育てに関する情報紙を毎月発行し、健康セ

ンターをはじめとする町内の様々な施設で配布します。また、社会

福祉協議会のホームページにも掲載します。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 
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  施策の方向性３ 子育てについての学習と交流の充実               

子ども同士の交流は、子どもが社会性を身につける上で大変重要です。また、同じ年頃の子どもや似

たような境遇をもつ保護者同士が身近な地域で交流し悩みを分かち合うことは、子育てにおける悩みや

不安の軽減のためにも重要となっています。 

ニーズ調査によると、地域子育て支援拠点事業の利用については「かすやこども館」の利用が３割半

ば、「子育て支援センター」が１割弱となっており、子どもの年齢が低いほど利用率が高くなっていまし

た。今後の利用意向としても、小さな子どもをもつ保護者のニーズが高くなっています。また、充実し

てほしい子育て支援として、「子どもや親子が安心して集まり、遊べる場所を作ってほしい」が未就学児

童の保護者では４割超で第３位、小学生の保護者では３割超で第２位となっており、子どもや親子が安

心して集まれる場が求められています。 

本町では、地域やかすやこども館において、親子の交流の場の提供や、保護者が子育てについて学習

するための様々な事業を実施しており、今後もこれらの事業をより一層充実していきます。育児サーク

ル等の自主的な活動に対しては、育児サークルへの補助等の支援等、必要としている人が参加しやすい

環境づくりを進めます。町で実施する講座や研修等においては託児の実施に配慮し、子育て中の保護者

が参加しやすい環境づくりに努めます。 

 

（１）親同士の交流機会の拡大を図る 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

59 
地域子育て支援拠

点事業の充実 

保育所やかすやこども館において、親子の交流、遊び、相談の場

や機会を提供します。また、子育てに関する情報を発信します。 
子ども未来課 

60 育児教室の実施 

母親の育児不安軽減と子どもの発育と発達の両面からの育児教室

として、運動面や離乳食の指導を取り入れた「赤ちゃん体操教室」

や「離乳食教室」等を開催します。保護者同士の交流の場ともなっ

ており、今後もニーズに沿った教室運営に努めます。 

健康づくり課 

61 親子サロンの充実 

子育て応援団が中心となり、親子同士の交流のために、地域の公

民館等身近なところで気軽に行ける親子サロンを開設します。今後

はボランティアの育成や親子サロンの周知の充実を図ります。 

子ども未来課 

62 園庭の開放 
地域の子育ての拠点となるよう、保育所等の園庭を地域に開放し

ます。 
子ども未来課 

63 子育て応援サロン 

発達障がい児（未就学児）の療育（作業療法士と臨床心理士が毎

月交代）と親の交流を目的に大学生ボランティアの協力を得てサロ

ンを実施します。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

64 親子教室 

公民館で開催している親子サロンに講師を派遣し、児童体操教室

や親子ふれあい遊び、３Ｂ体操等を行い、親子の交流づくりの充実

を図ります。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 
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（２）育児サークル活動の支援 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

65 
育児サークル等活

動支援 

子育て中の母親の育児不安解消と情報交換、仲間づくりを目指し

た自主的な育児サークル活動や親子サロンを実施しているグルー

プへの活動支援として補助を行います。 

子ども未来課 

66 
ハッピーエンジェル

の会 

多胎児・未熟児の保護者を対象として、保護者同士の交流、親子

遊び、育児相談等を行います。 
健康づくり課 

67 

粕屋町知的障がい

者(児)親の会の活

動支援 

障がい者(児)親の会の運営を支援します。また、療育手帳新規交

付時に親の会の周知を図り、障がい者（児）をもつ親同士の連携、

情報交換、交流の場を提供します。 

介護福祉課 

 

（３）子育て等に関する学習機会の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

68 
子育てに関する講

座・教室等の開催 

かすやこども館において、親育ち講座やベビーマッサージ教室、ワ

ークショップ等の講座を開催し、親の育児力を高める取り組みを進

めます。 

子ども未来課 

69 
講座・研修会での託

児の実施 

粕屋町で実施する講座や研修等において、子育て世代が参加しや

すいよう託児の実施に努めます。 

子ども未来課 

健康づくり課 

社会教育課 

協働のまちづ

くり課 

介護福祉課 
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  施策の方向性４ 子育てと仕事や他の活動との両立支援               

景気低迷の長期化や性別役割分担意識の変化を背景として、全国的に共働き家庭が増加し続けていま

す。その一方で、就業の継続を希望しながらも、仕事と子育ての両立が困難であることから、出産を機

に退職している女性も少なからず存在しています。国においても、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と

生活の調和）」や「女性活躍推進」が重要課題となっており、男女がともに安心して仕事と家庭を両立で

きる環境を整備することや、家庭の状況や子どもの成長段階に応じて働き方を選択できる環境づくりが

求められています。また、令和元年には子ども・子育て支援法が改正され、３～５歳までの子どもと０

～２歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、教育・保育施設の利用料を無償化する措置が開始さ

れる等、子育て世帯の経済的負担軽減が図られています。 

ニーズ調査では、現在就業している母親は、未就学児童の母親で６割超、小学生の母親では７割台半

ばとなっており、前回調査から大幅に増加しました。また、母親で育児休業を取得した人（取得中を含

む）も、４割強で前回調査から大きく増加しています。現在就労していない母親でも、その大半がいず

れ就労したいと考えており、今後保育へのニーズはますます高まるものと思われます。保育所、幼稚園、

認定こども園や学校は、子どもが生活において多くの時間を過ごす場であることから、施設の整備や保

育士、教諭の質の向上も不可欠です。 

本町では、通常保育に加え、延長保育、一時保育、篠栗町・久山町と３町合同での病児保育等を行っ

ており、これらのサービスの充実と質の向上に努めます。教育・保育の無償化に伴い、幼稚園の預かり

保育や認可外保育施設等の利用についても補助、給付を行います。子どもの成長においては家庭で過ご

す時間を十分に確保することが望ましいことから、町内の事業所に対して子ども子育て支援に関する法

制度の周知やワーク・ライフ・バランスに関する啓発を進めます。 

 

（１）保育所・幼稚園、認定こども園等におけるサービスの充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

70 通常保育 
保護者の就労状況等に応じ、保育所や認定こども園(※)で子どもを

預かる保育支援を行います。 
子ども未来課 

71 延長保育 
保育所等を利用している子どもを対象に、保護者の就労等の理由

で通常の保育時間を延長して預かる延長保育を実施します。 
子ども未来課 

72 一時保育 
私立保育所において、保護者の緊急時やリフレッシュ、パート就労

等で一時的に保育が必要な子どもの一時保育を実施します。 
子ども未来課 

73 病児保育 

病気の治療中や回復期にあるために、保育所・学童保育で預かる

ことができない子どものために病児保育を実施します。粕屋町・篠

栗町・久山町の３町合同で、粕屋町の小児科医院に委託しており、

今後も継続していきます。 

子ども未来課 

74 保育所広域入所 

保護者が遠隔地へ勤務しているため町内保育所に通うことが難し

い世帯等について、広域での子どもの保育所入所について他市町

との連携を図って実施します。 

子ども未来課 

75 
届出保育施設運営

費補助 

子育てに伴う経済的負担の軽減につながるよう、届出保育施設に

対して、保育の充実を図るため運営費の補助を行います。 
子ども未来課 

76 町立幼稚園運営 

学校教育法に基づき、幼児期にふさわしい生活を展開するなかで

様々な体験を通して子どもの心身の発達を促します。令和２年度よ

り３歳児保育の実施、町立幼稚園教育の充実を図ります。 

子ども未来課 
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No. 事業名 事業の概要 担当課 

77 
ファミリー・サポート・

センター事業 

子育ての手助けをしてほしい人（お願い会員）・子育ての手伝いをし

たい人（まかせて会員）が会員として登録し、育児の相互援助を行

うための連絡、調整を行います。今後は、事業の周知を図り、登録

会員の拡大に努めます。 

子ども未来課 

78 

未移行幼稚園の利

用料及び副食費の

補助 

幼児教育・保育の無償化に伴い、未移行幼稚園の利用料を補助し

ます。また、所得の状況に応じて、副食費の減免を行います。 
子ども未来課 

79 
幼稚園の預かり保

育料の補助 

幼稚園等を利用している子どものうち、保育の必要性がある子ども

を対象に預かり保育利用料を補助します。 
子ども未来課 

80 
認可外保育施設等

の利用料の補助 

保育の必要性がある子どもを対象に、認可外保育施設等を利用す

る３～５歳の子ども及び０～２歳の非課税世帯の子どもの利用料を

補助します。 

子ども未来課 

 

（２）教育・保育施設の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

81 
教育・保育施設の設

備の整備 

教育・保育施設の設備については、粕屋町公共施設等総合管理計

画及び施設の個別計画に基づき営繕に努めます。また、今後老朽

化していく施設については、大規模改修や建替えを検討していきま

す。 

子ども未来課 

 

（３）保育所・幼稚園・認定こども園・小学校の連携による教育・保育の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

82 教育・保育の充実 
保育所、幼稚園、認定こども園で研修を行い教育・保育の充実を図

るとともに、保育士、教諭の適切な人員の確保に努めます。 
子ども未来課 

83 
保育所、幼稚園、 

小学校との交流 

交通安全教室の共同開催や職員の人事交流の実施等、町立幼稚

園と町立保育所の園児、小学生との交流、職員の交流を図ります。 

子ども未来課 

学校教育課 

84 

保育所、幼稚園、認

定こども園と小学校

の連携  

小学校の研究発表会に保育士や幼稚園教諭が参加し、指導内容

や指導方法を共に学びあう機会や、学校や幼稚園での人権教育研

究会での情報交換、保・幼・小連絡協議会による情報共有等、保育

所、幼稚園、認定こども園と小学校との緊密な連携を図ります。 

子ども未来課 

学校教育課 
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（４）学童保育における保育サービスの拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

85 学童保育の充実 

保護者が就業等により昼間家庭にいない小学生を対象に、全小学

校において、専用施設を活用し実施します。今後も利用児童の増

加に対応できるよう定員の増加を図ります。 

学校教育課 

36 
障がい児放課後等

対策事業（再掲） 

小・中学校等の児童・生徒で、学童保育への通所が難しい障がい

児をその家族の就業支援や一時的休息(レスパイト）のために、放

課後や長期休暇中に福祉センターで一時預かりを行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

 

（５）保護者の働きやすい環境の整備・充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

86 

仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の意識啓発 

町が率先し、取り組みの模範となるよう「特定事業主行動計画」を

策定し、子育て中の保護者の仕事と家庭、個人の生活の調和を図

るワーク・ライフ・バランスについて推進します。 

総務課 

87 
子育て応援宣言企

業登録の促進 

２年毎の入札参加資格申請時に、申請事業者が男女共同参画の

取り組みや子育て応援宣言企業登録等を行うよう、啓発していきま

す。 

総務課 
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  施策の方向性５ 子育てにおける男女共同参画の推進                

父親が妊娠期から子育てにかかわり、子どもの成長を間近で感じることは、父親にとっても、また子

どもにとっても望ましいことです。加えて、父親が子育てに積極的に参加することは、母親の不安感・

負担感を軽減します。男女がともに子育てに参画して、子育ての喜びと責任を共有できるよう、意識の

醸成と環境づくりを行うことが求められています。 

ニーズ調査では、子育ての悩みの相談相手として｢配偶者・パートナー｣という回答が最も多く、また、

父親の子育てを「十分にやっている」と「十分とはいえないが、まあやっている」を合わせた評価は、

未就学児童の保護者で約８割、小学生の保護者でも７割半ばに上り、父親が子育てにかかわっているこ

とがうかがえます。また、未就学児童、小学生ともに、父親の子育てが不足している場合では子育ての

悩みを配偶者・パートナーに相談できておらず、また、子育てをつらいと感じる割合や不安や負担を感

じる割合が高くなる傾向がみられました。 

本町では、妊娠期における両親学級を男性も参加しやすい日曜日に実施しており、今後もこの取り組

みを継続します。また、男女がともに家事や育児・介護等の家庭責任を担うことの重要性について、理

解の向上と意識の醸成を図るために、町民に対する男女共同参画に関する意識啓発や講座の実施、学校

における男女共同参画教育を推進します。 

 

（１）父親の子育てに関する学習や交流の機会の拡充 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

49 両親学級（再掲） 
妊娠、出産、育児等の正しい知識の普及、妊婦の交流、父親の子

育てへの意識啓発を目的として、両親学級を日曜日に実施します。 
健康づくり課 

88 
父親の子育ての 

促進 

幼稚園、小学校で美化作業やバザー、餅つき等の活動を行ってい

る「おやじの会」等による父親の子育てと保護者同士の交流を促進

します。 

子ども未来課 

学校教育課 

 

（２）男女共同参画の視点による意識改革 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

89 
男女共同参画に関

する意識啓発 

男女の「性別役割分担意識」にとらわれない意識を醸成していくた

めに、広報紙や講座等あらゆる機会を通じて、男女がともに家事や

育児・介護等の家庭責任を担うことの大切さと必要性について、継

続的な啓発を行います。 

協働のまちづ

くり課 

90 

学校における男女

共同参画に関する

教育 

学校での男女共同参画についての教育を充実し、子どもの頃から

男女の固定的な役割分担意識にとらわれない意識の醸成に努め

ます。 

学校教育課 
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基本方針Ⅲ 子どもを見守り、育むまち 

  施策の方向性１ 子どもと子育てに安心なまちづくり              

子どもが安心してのびのびと遊ぶことができ、また安心して子ども連れで外出ができる環境を整える

ことは、子育てしやすいまちづくりの重要な課題です。身近で安全な公園の整備や、子どもやベビーカ

ーを押した保護者が安心して通行できる道路環境の整備、公共施設等のバリアフリー化の推進が求めら

れます。明るく見通しのよい道路環境は、子どもや保護者が様々な活動に参加しやすくなるだけでなく、

防犯にもつながります。 

ニーズ調査によると、子どもの遊び場について感じていることとして、「雨の日に遊べる場所がない」

が、未就学児童、小学生の保護者ともに最も高くなっています。また、未就学児童の保護者が子どもと

の外出で困ることとして、「歩道や信号がない通りが多く、安全に心配があること」「歩道の段差等がベ

ビーカーや自転車の通行の妨げになっていること」「暗い通りや見通しのきかないところが多く、子ど

もが犯罪の被害にあわないか心配なこと」が上位３項目となっています。小学生の保護者では、子育て

環境で不満なこと、困ることとして、「通学路が狭い、交通量が多い等道路環境が悪い」「暗い通りや見

通しのきかないところが多く、子どもが犯罪の被害にあわないか心配なこと」が特に多くなっています。 

本町では、平成 28年度に子どもの遊び場と子育て支援の拠点としてかすやこども館を開館しました。

ニーズ調査において、「雨の日に遊べる場所がない」の割合が前回調査より大きく低下する等、かすやこ

ども館の開設が一定の効果を上げていることがうかがえます。今後は、かすやこども館のより一層の機

能の充実と適切な運営を図ります。また、地域の公民館の保護者の交流の場や子どもの学びの場として

の活動を支援します。公園や遊具の安全確保、道路の安全対策に努めるとともに、交通マナー向上の啓

発や地域での防犯活動への支援を行います。また、公園や公共施設のバリアフリー化に配慮し、必要に

応じて整備を検討します。 

 

（１）公園・遊び場の充実 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

91 
かすやこども館 

運営管理事業 

子どもと子育て支援の拠点として、子どもの遊び・学習・体験の場、

親子の交流の場、中高生の居場所や子育てボランティアの活動の

場、学校や家庭での悩みの相談の場、子育て情報の発信の場を提

供しています。今後も利用者（子ども、保護者、ボランティア等）のニ

ーズを把握しながら、事業を展開していきます。 

子ども未来課 

92 
地域公民館等の活

用 

親子で気軽に集える親子サロンの開催について、地域の公民館を

活用して充実を図ります。また、寺子屋活動として各公民館で企

画、運営する小学生以上を対象とした学習補助活動、工作活動を

支援します。 

子ども未来課 

社会教育課 

93 公園の整備 

今後の公園のあり方について、公園・遊具を利用している地区内住

民等の声を聴きながら、適切な公園の維持管理や遊具等の安全性

の確保に努めます。 

都市計画課 

94 

開発や土地区画整

理事業による公園

等の確保 

開発や土地区画整理事業に際し、地域住民等の憩いの場となり、

子どもたちの安全な遊び場となる公園・緑地について、確保・整備

の指導を行います。 

都市計画課 
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（２）事故や犯罪から子どもの安全を守る環境づくり 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

95 
関係機関の連携に

よる情報共有 

保育所、幼稚園、認定こども園、学校、学童保育所等関係機関の

連携体制を整備し、不審者情報等の情報の共有を図り、子どもの

安全確保に努めます。 

子ども未来課 

学校教育課 

協働のまちづ

くり課 

96 
防犯活動に関する

環境の整備 

登下校時の子どもの安全確保のため、防犯ブザーの全児童配付

や、防犯パトロール車（青パト）による巡回を行うとともに、自主的な

巡回や子どもの見守り活動に対し支援を行います。今後も、地域住

民による自主的な活動を促すとともに、防犯設備の充実を図りま

す。 

協働のまちづ

くり課 

97 

子ども 110 番の家、

粕屋町「まちの駅」

活動の促進 

子どもたちを犯罪から守り、安全を確保する「子ども 110 番の家」や

交流・トイレ・休憩機能がある「まちの駅」を通して、子どもや高齢者

にやさしいセーフティネット（セーフティステーション）の活動を進め、

事故や犯罪から子どもの安全を守る環境づくりに努めます。 

地域振興課 

（商工会） 

社会教育課 

98 交通安全施設整備 
学校、ＰＴＡ、行政区等の要望等に対し、随時対応していきます。ま

た、通学路を重点整備区域とし、安全対策に努めていきます。 

道路環境整備

課 

99 
交通安全に対する

意識の高揚 

子どもの安全で快適な日常生活を確保するため、交通安全教室、

自転車教室等を開催し、交通安全に対する意識の高揚や交通マナ

ーの向上を図ります。また、子どもを交通事故から守るため、保護

者や地域の街頭立番協力者にベスト・帽子・横断旗を提供し、交通

安全活動を進めます。 

協働のまちづ

くり課 

子ども未来課 

学校教育課 

100 

子どもと子育て家庭

に配慮した公共施

設の整備 

バリアフリーに対応した公園整備を段階的に検討していきます。ま

た、子どもや子ども連れの保護者等の歩きやすい安全な歩道や道

路の整備を関係課、関係機関との調整を図りながら必要に応じて

検討します。 

都市計画課 

道路環境整備

課 
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  施策の方向性２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進          

子育ての基本は家庭にありますが、保護者だけで子育てのすべてを行えるものではなく、地域や社会

で子育てを支え、子どもの育ちを見守ることが必要です。また、子どもが社会性や豊かな感性を身につ

けるためには、多様な遊びや多くの人との交流が必要です。しかしながら、核家族化や少子化、人の移

動の増大やライフスタイルの変化等により、子どもが様々な人々と交流する機会が少なくなっています。

保護者にとっても、気軽に子育ての悩みを相談したり、子育てについて学びあったりする地域の人間関

係は大切であり、身近な場である地域でのつながりを推進する必要があります。 

ニーズ調査によると、未就学児童の保護者の８割以上が粕屋町に今後も住み続けたいと回答していま

すが、他に移りたいという保護者の 25.4％が、その理由として「親戚・知人・友人がいない」をあげて

います。また、「子育て応援団」の活動に今後参加してみたいという未就学児童の保護者は３割強で、子

どもの年齢が低いほど参加意向が高くなっています。 

本町では、町内で実施される祭りやイベントへの支援を行い、子どもたちの積極的な参加を促してい

ますが、今後もこれらの支援を継続し、地域の交流を促進します。地域の公民館やイベントを活用して

世代間交流を図り、子ども会活動への援助等ネットワークづくりを促進します。また、住民と行政が協

働して子育て支援を行っている「子育て応援団」の活動への支援を継続するとともに、活動内容の充実

を図ります。さらに、かすやこども館において子育て支援にかかわるボランティア育成の講座を開催す

る等、地域で子育てを支える人材の育成に努めます。 

 

（１）地域における相互交流・世代間交流の促進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

92 
地域公民館等の 

活用（再掲） 

親子で気軽に集える親子サロンの開催について、地域の公民館を

活用して充実を図ります。また、寺子屋活動として各公民館で企

画、運営する小学生以上を対象とした学習補助活動、工作活動を

支援します。 

子ども未来課 

社会教育課 

101 

かすや子どもの日(※) 

○わ っしょいフェスタ

の開催 

“大人も子どもも元気になろう”をスローガンに、かすやこども館で行

政・保育所・幼稚園・認定こども園・子育て応援団等のボランティア

が一体となり、手作りの子どもまつりを開催し、子どもの健やかな育

ちを支援していきます。 

子ども未来課 

102 
幼稚園発表会 

（招待） 

世代間交流を目的として、幼稚園において毎年 12 月に地域の高齢

者を招き、発表会を行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

子ども未来課 
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（２）子どもに関する諸団体のネットワークづくり 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

103 
子ども会育成会 

支援 

子ども会及び子ども会育成会が地域の子どもを取り巻くネットワー

クの核となるよう活動の活性化を支援します。また、ジュニアリーダ

ー育成に係るスタッフの研修等を行い、支援内容の充実を図りま

す。 

社会教育課 

104 
子育て応援団委託

事業 

住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」の活動を

支援します。活動内容の見直しを行い、さらに活動を充実していき

ます。 

子ども未来課 

 

（３）子育て支援者・ボランティアの育成 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

105 
子育て支援ボランテ

ィアの育成 

かすやこども館において、子育て支援ボランティア育成のための講

座等を開催します。また、ボランティア同士の交流や情報の共有を

図ります。 

子ども未来課 

106 
学生ボランティアの

育成 

「子育て応援サロン」での支援活動を通して、高校生、大学生を中

心とした学生ボランティアの育成を行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

協働のまちづ

くり課 
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  施策の方向性３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進            

子どもはこれからの社会を担う存在であり、未来をつくる力です。子どもの育ちと子育てを地域や社

会全体で見守り育むことが重要です。子ども・子育て支援法に基づく基本指針においても、父母その他

の保護者が子育てについて責任を有していることを前提としつつ、全ての子どもの健やかな成長を実現

するという社会全体の目的を共有し、子どもの育ち及び子育て支援の重要性に対する関心と理解を深め、

各々の役割を果たすことが必要だとされています。 

本町では、「かすや子どもの日」を定めて各種団体や行政が連携して子育てに関する啓発行事を開催

しています。また、住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」が結成され、様々な活動

を実施しています。 

ニーズ調査によると、未就学児童の保護者では、「子育て応援団」の認知は３割にとどまったものの、

「親子料理教室」「地域公民館等で親子サロンの開催」「子育てネット（子育て情報誌）の配布」「保育所

等でプレーパークの開催」等子育て応援団が実施している事業の利用意向は高くなっています。 

今後は、「○わっしょいフェスタ」のイベント等を通じ、粕屋町全体で子どもと子育て家庭を見守り支援

するという意識のより一層の醸成を図ります。また、県の事業である「子育て応援の店」や、児童福祉

月間についても、啓発と周知に努めます。「子育て応援団」等の住民と行政との協働による子育て支援の

充実や、地域と連携しての子育て支援を推進します。 

 

（１）啓発活動の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

107 
子育てに関する啓

発の推進 

11 月の第２土曜日を「かすや子どもの日」と定め、「子どもを慈し

み、育む輪を広げましょう」を目的として「○わっしょいフェスタ」を実施

し、子どもの発表等のイベントを通じて、地域で子どもを育てること

の重要性について、住民へ啓発を進めます。 

子ども未来課 

108 
県事業「子育て応援

の店」の周知 

子ども連れの親子にやさしい店として子育て家庭を応援する県事

業「子育て応援の店」について、周知していきます。 
子ども未来課 

109 
児童福祉月間の周

知 

児童福祉の理念の普及・啓発を図るため、５月の児童福祉月間に

合わせ社協掲示板と町内掲示板等に区を通じポスターを貼付し、

啓発活動を行います。 

介護福祉課 

（社会福祉協 

議会） 

 

（２）住民参加の推進 

No. 事業名 事業の概要 担当課 

110 
地域との連携による

子育て支援 

地域の敬老会への参加や幼稚園の発表会への高齢者の招待、ゆ

うゆうサロンとの交流等、地域の高齢者との交流を図ります。今後

も様々な機会を通して世代間交流に努めます。 

子ども未来課 

104 
子育て応援団委託

事業（再掲） 

住民と行政が協働して子育て支援を行う「子育て応援団」の活動を

支援します。活動内容の見直しを行い、さらに活動を充実していき

ます。 

子ども未来課 
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４ 各施策の成果指標 

計画の着実な推進を図るためには、「いつまで」「何を（どう）するか」という成果指標を設定し、

その目標値をできるかぎり実現するよう努力していかなければなりません。そこで、本計画の目標

年度である令和６年度を目標とし、各施策の実施について評価・改善・検討のための成果指標を定

めます。本計画で成果指標を定めている事業を各基本方針別に掲載しています。 

 

基本方針Ⅰ 心豊かな子どもが育つまち 

№ 事業名 成果指標 目標値（令和６年度） 担当課 

１．子どもの最善の利益を守る 

1 
青少年育成・人権教育

の啓発 
三本大会開催回数 １回/年 社会教育課 

2 
人権を尊重する町民の

つどい 
開催回数 １回/年 社会教育課 

4 
教職員等への人権研

修の推進 

町職員への人権研修の開催回数 １回/年 

子ども未来課 

学校教育課 

社会教育課 

総務課 

保育所・幼稚園・認定こども園・学

校教職員への学人研による研修

の開催回数 

全員研究会 ２回/年 

研究部会   ４回/年 

全員学習会 １回/年 

学校教育課 

社会教育課 

5 
子ども家庭総合支援拠

点の設置 

子ども家庭支援員、虐待対応専門

員の配置 
専門職員３名 子ども未来課 

7 関係機関の連携強化 実務者会議の開催回数 ６回/年 子ども未来課 

10 

スクールカウンセラー、 

スクールソーシャル 

ワーカーによる相談機

能の充実 

スクールカウンセラーの配置人数 

スクールソーシャルワーカーの配

置人数 

スクールカウンセラー 

４名 

スクールソーシャル 

ワーカー３名 

学校教育課 

11 
教育相談室による相談 

機能の充実 
教育相談室に相談員配置人数 ２名 学校教育課 
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№ 事業名 成果指標 目標値（令和６年度） 担当課 

２ 子どもの健康・保健事業の充実 

13 乳幼児健診 
乳幼児健診受診率と 

把握率 

受診率：100％ 

把握率：100％ 
健康づくり課 

14 育児相談 赤ちゃん相談開催回数 12 回/年 健康づくり課 

15 乳児家庭全戸訪問 乳児家庭全戸訪問率 100％ 健康づくり課 

19 幼児の個別療育支援 「こんぺいとう」での療育幼児数 110 人 健康づくり課 

20 幼児の集団療育支援 

「つくしんぼ」での療育幼児数 30 人 

健康づくり課 

「さくらんぼ」での療育幼児数 45 人 

21 
発達障がい児等に関する

連携支援の充実 

保育所・幼稚園・認定こども園の 

園長会での説明会開催回数 
２回/年 健康づくり課 

小学校新一年生の連絡会開催校

数 
町内４校 

学校教育課 

健康づくり課 

23 

発達相談 

(運動発達相談、発達相

談、言語相談)の充実 

運動発達相談を受けた人数 30 人 健康づくり課 

発達相談を受けた人数 1,000 人 健康づくり課 

言語相談を受けた人数 150 人 健康づくり課 

25 年長児相談会 参加率 100％ 健康づくり課 
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№ 事業名 成果指標 目標値（令和６年度） 担当課 

３ 豊かな心を育む教育の推進 

26 
年齢に応じた本に親しむ

取り組みの推進 
おはなし会実施回数 

回数 150 回/年 

参加人数 4,600 人 
社会教育課 

27 

ブックスタート事業・ブッ

クスタートフォローアップ

事業 

10 か月児健診時 

ブックスタートパック配布率 
配布率 100％ 子ども未来課 

３歳児健診対象者ブックスタート 

フォローアップ事業参加率 
参加率 50％ 社会教育課 

28 

保育所、幼稚園、認定こ

ども園における文化芸術

に触れる機会の提供 

保育所・幼稚園・認定こども園での

観劇会開催回数 
１回/年 子ども未来課 

29 子どもの読書の推進 

講演会開催回数 ２回/年 社会教育課 

上映会開催回数 ４回/年 社会教育課 

工作教室開催回数 ４回/年 社会教育課 

図書館員体験開催回数 ２回/年 社会教育課 

原画展開催回数 １回/年 社会教育課 

30 
子どもが参加する生涯学

習センター事業の推進 
夏休みこども体験教室参加者数 参加者数 300 人以上 社会教育課 

34 
適切な進路指導・相談支

援 
教育支援委員会開催回数 ７回/年 学校教育課 

37 

知的障がい者（児）・発達

障がい者（児）親子交流

事業 

開催回数 １回/年 
介護福祉課(社会福

祉協議会) 

39 歴史教育の推進 歴史教育受講者数 延べ 700 人以上/年 社会教育課 

40 福祉体験教室 
開催回数 

参加者数 

１回/年 

70 人 

介護福祉課(社会福

祉協議会) 

42 地域人材の派遣 地域人材年間派遣数 延べ 300 人/年 社会教育課 

43 社会体育行事 

粕屋町総合体育館こども教室の参

加人数 

粕屋町ジュニア団体の参加人数 

延べ 3,300 人/年 

延べ 1,400 人/年 
社会教育課 

45 地域通学合宿 通学合宿実施分館数 ２分館 社会教育課 
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基本方針Ⅱ 安心して楽しく子育てができるまち 

№ 事業名 成果指標 目標値（令和６年度） 担当課 

１ 安心して出産・子育てできる環境の整備 

49 両親学級 
日曜パパとママのたまご学級開催

回数 
４回/年 健康づくり課 

51 経済的支援制度の周知 
児童手当制度について広報紙に

掲載回数 
３回/年 総合窓口課 

52 子ども医療費助成 
制度の周知と対象者への医療証

の交付 
100％ 総合窓口課 

２ 子育てに関する相談・情報提供体制の強化 

5 
子ども家庭総合支援拠

点の設置（再掲） 

子ども家庭支援員、虐待対応専門

員の配置 
専門職員３名 子ども未来課 

10 

スクールカウンセラー、 

スクールソーシャル 

ワーカーによる相談機能

の充実（再掲） 

スクールカウンセラーの配置人数 

スクールソーシャルワーカーの配

置人数 

スクールカウンセラー 

４名 

スクールソーシャル 

ワーカー３名 

学校教育課 

11 
教育相談室による相談機

能の充実（再掲） 
教育相談室に相談員配置人数 ２名 学校教育課 

13 
乳幼児健診 

（再掲） 
乳幼児健診受診率と把握率 

受診率：100％ 

把握率：100％ 
健康づくり課 

14 育児相談（再掲） 赤ちゃん相談開催数 12 回/年 健康づくり課 

15 
乳児家庭全戸訪問 

（再掲） 
乳児家庭全戸訪問率 100％ 健康づくり課 

58 かすやキッズネット発行 発行回数 12 回/年 
介護福祉課(社会福

祉協議会) 

３ 子育てについての学習と交流の充実 

60 育児教室の実施 

赤ちゃん体操教室開催回数 12 回/年 健康づくり課 

もぐもぐ離乳食教室開催回数 12 回/年 健康づくり課 

61 親子サロンの充実 ボランティア研修会の開催回数 ２回/年 子ども未来課 

66 ハッピーエンジェルの会 
多胎児・未熟児の保護者交流会開

催回数 
３回/年 健康づくり課 

４ 子育てと仕事や他の活動との両立支援 

75 
届出保育施設運営費補

助 
補助交付か所数 ４か所 子ども未来課 

５ 子育てにおける男女共同参画の推進 

49 両親学級（再掲） 
日曜パパとママのたまご学級開催

回数 
４回/年 健康づくり課 
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基本方針Ⅲ 子どもを見守り、育むまち 

№ 事業名 成果指標 目標値（令和６年度） 担当課 

１ 子どもと子育てに安心なまちづくり 

91 
かすやこども館運営管理

事業 
かすやこども館利用者数 延べ 58,000 人/年 子ども未来課 

99 

 

交通安全に対する意識の

高揚 

幼稚園、保育所、小学校で交通安

全教室の開催回数 

全幼稚園・保育所・ 

小学校で１回/年 
協働のまちづくり課 

子ども未来課 

学校教育課 

 
小学４年生を対象の自転車教室実

施 
各小学校で１回/年 

２ 地域における交流・ネットワークづくりの促進 

101 
かすや子どもの日 

○わ っしょいフェスタの開催 

かすや子どもの日 

○わ っしょいフェスタ開催回数 
１回/年 子ども未来課 

103 子ども会育成会支援 ジュニアリーダー数 60 人 社会教育課 

106 学生ボランティアの育成 延べ学生ボランティア数 延べ 150 人 

介護福祉課 (社会福

祉協議会) 

協働のまちづくり課 

３ 子育てについての意識啓発・住民参加の推進 

109 児童福祉月間の周知 
児童福祉月間の啓発ポスター掲

示の回数 
１回/年 

介護福祉課(社会福祉

協議会) 
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第５章 教育・保育及び地域子ども・子育て支援 

事業の提供体制 
 

子ども・子育て支援事業計画では、子ども・子育て支援法に基づき、教育・保育及び地域子ど

も・子育て支援事業について、５年間の「量の見込み」（利用に関するニーズ量）及び「確保策」

（量の見込みに対応する確保量と実施時期）を定めることとなっています。  

本町では、国の定めた「量の見込みの算出等の手引き」に基づき、令和元年に実施した「粕屋

町子ども・子育て支援ニーズ調査」の結果や推計児童数、各事業の利用実績等を踏まえて量の見

込みを算出し、提供区域を以下のように設定して、教育・保育及び地域子育て支援事業の確保の

内容と実施時期について定めます。   

 

１ 教育・保育の提供区域の設定 

国「基本指針」では、地理的条件や人口、地域の交通事情等の社会的条件、教育・保育及び子

育てに係る施設・事業等の社会資源の状況及び住民ニーズ等を総合的に勘案して、教育・保育の

提供区域を定めることとしています。 

本町では、粕屋町全域を提供区域として定め、教育・保育及び地域子育て支援事業の提供の体

制の確保内容とその実施時期を定めます。 

 

２ 定期的な教育・保育事業の提供体制 

（１）定期的な教育・保育事業の確保策の考え方 

未就学児童の保護者を対象として実施したニーズ調査により幼稚園、保育所等の現在の利用状

況や潜在的利用希望を含めて推計した「量の見込み」に対する各施設の利用定員を定めて提供体

制の確保を図ります。 

子ども・子育て新制度では、就学前の子どもについて「保育の必要性の事由、保育の必要量（保

育利用時間）」等の認定を市町村が行います。認定は以下の３つの区分となり、それぞれの施設の

利用が決定することから、確保の内容と実施時期はこの認定区分ごとに設定します。 

 

認定区分 対象となる子ども 対象施設 

１号認定 

（教育標準時間認定） 
満３歳以上で教育を希望する就学前の子ども 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 

（保育認定） 
満３歳以上で保育を必要とする就学前の子ども 保育所 

認定こども園 

地域型保育施設 
３号認定 

（保育認定） 
満３歳未満で保育を必要とする子ども 
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なお、保育の必要性の認定は、子ども・子育て支援法の第 19 条の規定により以下の「保育の

必要性の事由」に該当することが必要です。また、保育の必要量（保育の利用時間）については、

国の対応方針に就業時間の下限を 48 時間～64 時間の間で定めることとしています。本町では保

育標準時間（1 日 11 時間まで）の場合、月あたり 120 時間以上の就業時間とし、保育短時間（１

日８時間まで）の場合は、就業時間の下限を月あたり 64 時間とします。 

 

 

■保育の必要性の事由■ 

 

 小学校就学前の子どもの保護者のいずれもが、次のいずれかに該当する場合 

①１月あたり 48 時間から 64 時間までの範囲を下限として月を単位に市町村が定める時間以上労

働することを常態とすること。（10 年間の経過措置あり）（※） 

②妊娠中であるか又は出産後間がないこと。 

③疾病にかかり、もしくは負傷し、又は精神もしくは身体に障がいを有していること。 

④同居の親族（長期入院等をしている親族を含む）を常時介護又は看護していること。 

⑤震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。 

⑥求職活動（起業の準備を含む）を継続的に行っていること。 

⑦就学（職業訓練校等での職業訓練を含む）していること。 

⑧虐待やＤＶのおそれがあること。 

⑨育児休業取得時に、すでに保育を利用している子どもがいて継続利用が必要であること。 

⑩その他、上記に類するものとして市町村が認める場合。 

 

※フルタイムのほか、パートタイム、夜間等基本的に全ての就業に対応（一時預かりで対応可能な

短時間の就業は除く。居宅内の労働（自営業、在宅勤務等）を含む） 
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（２）教育・保育事業の提供体制 

①概要 

認可保育所・地域型保育施設は、仕事や病気等のため、家庭で保育ができない保護者に

代わって小学校就学前の子どもを保育する施設です。現在、本町には認可保育所が９園あ

り、認定こども園は１園です。この他に、事業所内保育施設１園、小規模保育施設１園、

届出保育施設７園、企業主導型保育施設４園となっています。幼稚園は、町立幼稚園が４

園あります。 

②確保に向けての対応策 

令和２年度～令和６年度を通して、量の見込みに対する定員は充足している状況となって

いますが、教育・保育の無償化によるニーズの上昇も見込みながら、今後の動向を見極めて

いきます。 

 

■量の見込みと提供体制 

                                                            (人) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

０歳児 １，２歳児 ０歳児 １，２歳児 ０歳児 １，２歳児

　　　　　量の見込み（a） 654 920 138 420 675 949 138 400 642 901 132 418

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（＊1を除く） 370 360 350

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所） 797 139 424 877 146 457 877 146 457

確認を受けない幼稚園（＊1を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）＊1 284 60 315 36 292 20

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設＊2

企業主導型保育施設の地域枠＊3 23 6 20 36 15 37 36 15 37

特定地域型保育 17 42 17 42 17 42

小規模保育 5 14 5 14 5 14

家庭的保育

居宅訪問型保育

事業所内保育 12 28 12 28 12 28

0 △ 40 24 66 0 0 40 136 0 32 46 118

１号 ２号 １号 ２号

０歳児 １，２歳児 ０歳児 １，２歳児

　　　　　量の見込み（a） 661 929 137 409 639 898 137 408

特定教育・保育施設（認定こども園・幼稚園）（＊1を除く） 350 350

特定教育・保育施設（認定こども園・保育所） 877 146 457 877 146 457

確認を受けない幼稚園（＊1を除く）

幼稚園及び預かり保育（長時間・通年）＊1 311 20 289 10

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）

長時間預かり保育運営費支援事業

届出保育施設＊2

企業主導型保育施設の地域枠＊3 36 15 37 36 15 37

特定地域型保育 17 42 17 42

小規模保育 5 14 5 14

家庭的保育

居宅訪問型保育

事業所内保育 12 28 12 28

0 4 41 127 0 25 41 128

確

保

の

方

策

(

ｂ

)

(b)    -    (a)

５年度 ６年度

3号 3号

確

保

の

方

策

(

ｂ

)

(b)    -    (a)

２年度

３号

３年度 ４年度

3号 ３号
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３ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制 

（１）地域子ども・子育て支援事業の考え方 

地域子ども・子育て支援事業は、以下の事業となっています。それぞれの事業について、「量の

見込み」に対する確保内容と実施時期を定めます。なお、実際の利用状況や社会・経済情勢の変

化に応じて見直しを行う等柔軟な対応を図ります。 
 

①利用者支援事業 

子どもと保護者が身近な場所で、多様な子育て支援サービスの中から適切なものを選択

できるよう、教育・保育施設や地域の子育て支援サービスの利用に関する情報提供を行う

とともに、子育て家庭からの相談に応じ、助言や関係機関との連絡調整を行います。 

現在、かすやこども館と子育て世代包括支援センターにおいて事業を実施しており、今

後も継続していきます。 

②地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が集まり、一緒に遊びながら交流するふれあいの場を提供すると

ともに、子育て支援に関する情報提供や子育てに関する悩み等の相談を通して、子育てに

対する不安の解消や負担感の軽減、地域の子育て支援機能の充実を図る事業です。 

子育て中の親子が気軽に立ち寄り、交流できる場の提供について、量の見込みに対応す

る確保を目指します。  

③妊婦健康診査 

妊婦に対し医療機関等において、14 回分の費用の一部を負担する妊婦健康診査補助券を

配布し、健診を受けてもらい、妊娠中の異常を早期に発見し、適切な治療や保健指導に繋

げていきます。 

量の見込みに対応した確保ができており、現行の体制を維持します。 

④乳児家庭全戸訪問事業 

子育て家庭の孤立を防ぐため、保健師又は助産師が生後４か月までの乳児がいるすべて

の家庭を訪問し、親子の心身の状況や養育環境を把握し、子育てに関する情報提供や助言

を行います。特に支援が必要な家庭に対しては、適切なサービスが提供できるよう関係機

関との連携を図ります。 

量の見込みに対応できる現行の体制を維持し、職員の資質向上のための研修を充実して

いきます。 

⑤養育支援訪問事業 

子どもの養育が困難と認められる養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問

し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、虐待予防及び当該家庭の適切な養育の

実施を確保します。 

量の見込みに対応できる現行の体制を維持し、適切な支援を実施していきます。 
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⑥子育て短期支援事業 

保護者の疾病、出産、出張、育児不安等の理由により家庭において養育を受けることが

一時的に困難となった児童について、児童養護施設や乳児院で子どもを預かり、必要な保

護を行います。 

ニーズ調査による量の見込みはありませんでしたが、潜在的なニーズを鑑み、提供体制

の確保について検討していきます。 

⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）  

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援 

助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す 

る連絡、調整を行います。 

量の見込みに対して一定程度の確保を図ることを目指します。  

⑧一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

に認定こども園、幼稚園、保育所、その他の場所において、一時的に預かります。 

子育て中の親のリフレッシュ等育児負担の軽減を図るため、理由を問わずに子どもを短

時間預かる事業や、幼稚園の預かり保育事業を含めて、一時預かり事業としています。 

1) 幼稚園による一時預かり  

幼稚園による一時預かりについては、現在幼稚園で預かり保育事業として実施してい

ます。新制度の実施に伴い幼稚園型の一時預かり事業として実施となります。 

量の見込みに対して、幼稚園型の一時預かり事業として確保することを目指します。 

2）その他の一時預かり  

その他の一時預かりについては、幼稚園による一時預かりを除く上記の一時預かり事

業とファミリー・サポート・センター事業をあわせて確保することとしています。 

量の見込みに対して、保育所等における一時保育の拡充とファミリー・サポート・ セ

ンター事業の会員の拡大を中心に、確保することを目指します。  

⑨延長保育事業（時間外保育） 

保護者の就業状況等により、認定こども園、保育所等において通常の保育時間を延長し

て保育を行います。保育所等において、通常の開所時間を超えて保育を行う事業です。 

量の見込みに対して、現在の確保策で対応できており、今後のニーズ量の動向を確認し

ながら保育所での実施により確保することを目指します。 

⑩病児保育事業 

家庭で保育が困難な病気の子どもを、病院に付設された専用スペース等において、看護

師等が一時的に保育等を行います。 

量の見込みに対応できる現行の体制を維持し、今後の利用動向を把握しながら適切な支

援を実施していきます。 

⑪学童保育事業（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により放課後等に家庭にいない小学校に就学している児童に対し、放課

後等に適切な遊びと生活の場を与えて、その健全な育成を図ります。 

本町では、各小学校に専用施設を設置して小学６年生までの児童を受け入れて実施して
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います。増加する児童数に伴い申込数も増加しており、令和２年度から２クラブ 80 名の定

員増を図り、事業の拡充を図ります。ただし、依然として定員を超えた申込みがあり、今後

も定員拡充を検討していきます。 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定子ども・子育て支援施設等（町の確認を受

け、施設等利用給付費を受ける教育施設）に対して保護者が支払うべき副食費等を助成しま

す。現在、この事業を実施しており、今後も継続していきます。 

⑬子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（新規） 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、

調整機関職員や関係機関構成員の専門性向上に向けた取り組み、ケース記録や進行管理台

帳の電子化等を検討していきます。 

⑭多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

保育所、小規模保育事業、認定こども園を始め、一時預かりや地域子育て支援拠点事業

等の子育て支援事業に新規に参入する事業者に対する相談・助言等巡回支援、私学助成

（幼稚園特別支援教育経費）や障がい児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子

どもを認定こども園で受け入れるための職員の加配を促進するための事業等。 

 

※ ⑭多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業については、現在粕屋町で

は実施の予定はありません。今後、本町の状況を勘案したうえで支援のあり方や事業の

必要性も含めて検討していきます。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の提供体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

量の見込み 実施か所数 2 2 2 2 2

確保策 実施か所数 2 2 2 2 2

量の見込み 利用児童数(延べ) 3,718 3,597 3,658 3,639 3,635

実施施設数 6 6 6 6 6

利用児童数(延べ) 3,718 3,597 3,658 3,639 3,635

量の見込み
妊婦健康診査補助券

使用件数
9,268 9,492 9,520 9,450 9,576

確保策
妊婦健康診査補助券

使用件数
9,268 9,492 9,520 9,450 9,576

量の見込み 出生数 662 678 680 675 684

確保策 実施件数 662 678 680 675 684

量の見込み 訪問件数(延べ) 185 190 250 255 260

確保策 訪問件数(延べ) 185 190 250 255 260

量の見込み 利用児童数
(延べ) 0 0 0 0 0

確保策 利用児童数
(延べ)

量の見込み 利用児童数
(延べ) 150 151 150 145 145

確保策 利用児童数
(延べ) 150 151 150 145 145

量の見込み 利用児童数
(延べ) 8,309 8,572 8,144 8,392 8,110

量の見込み 利用児童数
(延べ) 19,054 19,656 18,675 19,244 18,597

確保策 利用児童数
(延べ) 27,363 28,228 26,819 27,636 26,707

量の見込み 利用児童数
(延べ) 2,274 2,262 2,229 2,255 2,218

保育所 確保策 利用児童数
(延べ) 2,232 2,220 2,187 2,213 2,176

ファミリー.・サポート・
センター事業

確保策 利用児童数
(延べ) 42 42 42 42 42

量の見込み 利用児童数 702 701 689 698 686

確保策 利用児童数 734 734 734 734 734

量の見込み 利用児童数
(延べ) 464 463 456 461 454

確保策 利用児童数
(延べ) 720 720 720 720 720

利用児童数合計 693 691 711 696 733

小学１年 量の見込み 利用児童数 253 240 255 231 281

小学２年 量の見込み 利用児童数 207 224 214 227 207

小学３年 量の見込み 利用児童数 161 157 172 162 173

小学４年 量の見込み 利用児童数 66 64 62 69 65

小学５年 量の見込み 利用児童数 6 6 8 7 7

小学６年 量の見込み 利用児童数 0 0 0 0 0

640 640 640 640 640

確保策 クラブ数 16 16 16 16 16

確保策 利用児童数
状況を見て検討します。

利用の希望があった場合は、県所管の乳児院や児童養護施設
等での対応を検討します。

確保策

 学童保育事業（放課後児童クラブ）

 延長保育事業（時間外保育）

 病児保育事業

 一時預かり事業

 利用者支援事業

 地域子育て支援拠点事業

 妊婦健康診査

 乳児家庭全戸訪問事業

 養育支援訪問事業

 子育て短期支援事業

 ファミリー・サポート・センター事業
 （子育て援助活動支援事業)
                             小学校児童

 一時預かり事業
 (幼稚園型)
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第６章 計画の推進に向けて 
 

 

１ 庁内推進体制の確立 

本計画の子どもと子育てにかかわる施策は、教育・保育、保健福祉、安全・安心のまちづくり、男

女共同参画等、様々な分野にわたっています。これらの施策を効率的・総合的に推進するためには、

庁内全体での連携による取り組みが必要です。 

計画の推進にあたっては、子ども未来課を中心に関係各課で構成する全庁的な推進体制を整え、国、

県、関係機関との連携を図りながら、総合的、計画的に推進していきます。 

 

２ 地域の連携と協力による取り組みの推進 

本計画の推進にあたっては、子育て当事者の意見や地域の子どもや子育て家庭の実情を踏まえた取

り組みが求められています。また、学校や家庭、地域がそれぞれの役割と責任を担い、地域全体で子

育てを見守る体制づくりを目指す必要があります。 

地域の自治会や子ども会育成会、保育所、幼稚園、認定こども園、社会福祉協議会、ＰＴＡ、ボラ

ンティア団体、商工会等が、相互に連携・協力しながら、地域社会全体で子どもと子育て家庭を支援

していきます。 

 

３ 計画の点検・評価 

本計画の策定にあたり、教育・保育関係者や子どもの保護者、地域の各種団体や子育て支援の関係

者からなる「粕屋町子ども・子育て会議」を設置しました。この会議を継続して設置し、住民参加の

もとで施策の実施状況の点検、評価と検証を行い、必要に応じて見直しを行いながら、計画の着実な

推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


